
最高裁判所一般規則制定諮問委員会 議事録（第５回）

（最高裁判所一般規則制定諮問委員会幹事）

1. 日時

平成１４年１２月２４日（火）１３：３０～１６：４５

2. 場所

最高裁判所大会議室

3. 出席者

（委員）

青木昌彦，磯村保，遠藤光男［委員長］，北野聖造，曽我部東子，竹崎博允，龍岡資

晃，戸松秀典，中田昭孝，長谷川眞理子，長谷川裕子，土方健男，堀越みき子，堀

野紀，前田雅英，松尾邦弘，宮崎礼壹，宮廻美明，宮本康昭（敬称略）

（幹事）

一木剛太郎，金井康雄，鹿子木康，小池裕，寺田逸郎，中山隆夫，野山宏，明賀英

樹，山崎敏充，山崎恒

4. 議題

（１）準備会及び検討会の報告

（２）協議

１.下級裁判所裁判官指名諮問委員会

２.裁判所運営への国民参加

（３）今後の予定等について



5. 配布資料

［下級裁判所裁判官指名諮問委員会］

（資料）

14. 下級裁判所裁判官指名諮問委員会の設置に関する規則要綱案

15. 確認事項案

（委員提出資料）

「要綱案に対する修正案」（堀野委員提出）

「資料・情報の提供に関する権限一覧」（宮本委員提出）

［裁判所運営への国民参加］

（資料）

 1. 諮問事項

（参考資料）

16. 司法制度改革推進計画要綱抜粋

17. 司法制度改革審議会意見書抜粋

18. 現行の家庭裁判所委員会について

19. 家庭裁判所委員会規則

6. 議事



【遠藤委員長】定刻ですので，第５回の委員会を始めます。

本日は，前回に引き続き，下級裁判所裁判官指名諮問委員会に関するご議論を

していただきたいと思います。

また，後ほど幹事から説明していただく予定でございますが，当委員会に対して，

「裁判所の運営について国民の意見等を反映させることを可能とする機関の地方裁

判所及び家庭裁判所への設置に関する規則の制定について」最高裁判所から調査・

審議を諮問されました。本日は後ほどこの件に関する審議にも入りたいと思いますの

で，お含みおきいただきたいと思います。

ただ，今日は１２月２４日で大分押し迫った時期でございますので，できれば３時半

前後には会議を終了させていただきたいと思います。どうか議事進行にご協力くださ

いますようにお願い申し上げます。

なお，新しい幹事についてご紹介させていただきます。裁判所の運営に関し国民の

意見を反映させることを可能とする機関の地方裁判所及び家庭裁判所への設置に

関する規則は，家庭裁判所にも関係する事項でございますので，最高裁判所の山崎

家庭局長が新たに幹事に任命されました。

【山崎恒幹事】山崎でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。

【遠藤委員長】なお，本日は鶴岡委員がご欠席でございますが，定足数の３分の１を

充足していることをご報告申し上げます。

それでは，議事に入ります前に，前田委員の方から準備会の打合せ結果のご報告を

お願いします。

【前田委員】それでは，準備会の打合せ結果についてご報告させていただきます。

前回までのご議論を踏まえて，１２月６日に一木，金井，小池，野山，明賀各幹事と私

の５人で会合を持ちました。また，１２月１２日には遠藤委員長にもご参加いただきま

して，会合を持ちました。これらの結果を踏まえまして，作成いたしましたものが資料

１４「下級裁判所裁判官指名諮問委員会の設置に関する規則要綱案」及び資料１５

「確認事項案」でございます。この資料の内容につきましては，小池幹事の方からご

説明をお願いしたいと思いますので，よろしくお願いいたします。

【小池幹事】それでは，資料１４と１５につきまして補足させていただきます。



前回，要綱案をお示しいたしまして，議論いただきましたけれども，その内容について

はおおむねご意見が一致したと思います。ただ，なお表現ぶりを検討すべき点がござ

いましたので，準備会で検討を進めてまいりました。準備会では，前回の議論を踏ま

えまして，お手元の要綱案，資料１４を作成いたしました。アンダーラインが引かれて

いる部分が前回にお示ししました要綱案と実質的に異なる点でございます。今回はこ

の点をご議論いただきたいと存じます。

また，これまで当委員会の審議により確認された事項のうち，最高裁や委員会の運

用にかかわる重要な事項，あるいは要綱の言葉の解釈上，留意すべき重要な事項

につきまして，確認事項案，これは資料１５でございますが，取りまとめたわけでござ

います。この資料１５は規則そのものではございませんが，当委員会でご了解いただ

ければ，要綱とともにこれを参考にいたしまして，今後できます委員会の制度設計，

運用に当たってもらうこととしたいと考えている次第でございます。

それでは，要綱案の説明をいたします。アンダーラインを中心に申し上げます。

まず，２の所掌事務と３の委員会の諮問の点でございますが，高等裁判所長官の指

名の取扱いにつきましては，この要綱案の２の 1.のところでアンダーラインがございま

すが，高等裁判所長官を原則として委員会に諮問することを明らかにするとともに，

諮問を要しない場合としてこれまでの議論を受けまして，その要綱案の３の（２）の 1.

というところで判事を高等裁判所長官に指名する場合を除くことを明らかにしたわけ

でございます。それから，３の（３）のところでは，最高裁が委員会に対して指名の適

否の意見を述べないという点について，要綱に記載することとしたわけでございます。

１枚めくっていただきまして，２ページ，５の組織でございます。ここは取りまとめに従

いまして，委員会の委員数を１１人とすることを明記したわけでございます。

さらに２ページの終わりの１０という項目，１１ページにかかりますが，（２）のところで

前回の要綱案ですと協力依頼の相手方として「その他のもの」としていたわけでござ

いますが，組織，団体だけではなくて個人も含むことを明確にするために，アンダーラ

インにありますように「団体又は個人」という記載をいたしました。それから，前回必要

な協力という内容がはっきりしないというご指摘もございましたので，アンダーライン

があります「資料の提出，説明その他の必要な協力」ということで明確にしたわけでご



ざいます。

それから，同じ３ページの１３項でございますが，ここは地域委員会の委員数につきま

して，前回のご議論で原則５人ということになりましたが，東京など，管内の希望者が

多数いるところでは，もっと多い数にすべきではないかというご意見が出されまして，

どのような書きぶりにするかということが準備会の検討にゆだねられたわけでござい

ます。前回のご議論では，その人数は一番多いご意見で１０人という線が大方の委

員のご意見だったと認識しております。そこで，ここにありますように，必要と認める場

合には，１０人に達するまでその数を増加することができるという表現にしたわけでご

ざいます。

次の１４項，これは前回ご指摘を受けまして，地域委員会の地域委員は高裁ブロック

内に居住または執務する者であることを明らかにいたしました。

１枚飛びまして，４ページの１８項でございます。地域委員会の権限でございますが，

ここの（２）「団体又は個人」，「資料の提出」等でございますが，これは先ほど中央の

委員会の第１０項と同じ趣旨でございます。

１９項の庶務でございますが，前回までのこの委員会の議論では，人事担当部署以

外の部署でこういった庶務を処理すべきであるというご意見が多うございました。さら

に，委員会の中立性，公正性を重視すると独立の事務局を置くべきであるというご意

見もあったわけでございます。そこで，準備会では両案併記することも考えたわけで

ございますが，現実問題として独立の事務局を設けることが困難を伴うと見られるこ

とから，要綱案としては人事担当部署でない，最高裁で言いますと総務局，高裁でい

きますと総務課が庶務を担当するという案を掲げたわけでございます。

ちょっと先に確認事項の方にお話が飛びますが，確認事項の１１項をごらんいただき

ますと，このような要綱案とすることを前提に，１１項に最高裁及び各高等裁判所は，

委員会あるいは地域委員会が中立・公正に活動できるように庶務の処理に当たって

は適切な配慮をするのが適当であるということを確認事項として入れるという，セット

でこういうふうに表現してみた次第でございます。

次に，確認事項について資料１５をご説明申し上げます。

これは冒頭申し上げましたように，前回までに当委員会で確認された事項を中心に



記載したものでございます。細かい形で語尾の書き分けについてご説明しますと，

何々するものとするというのは要綱案のいわば解釈に関するものでございます。何々

が適当であるというものは最高裁，あるいは高等裁判所の運用に関するもの，何々

すべきであるとありますのは，委員会あるいは地域委員会の運用に関するものという

ふうに一応書き分けしてございます。

新たに３点ほどこれまで明示の形で確認されていない事項を記載してございます。

まず，第７項，２枚目でございますが，委員会は地域委員会に対し指名候補者の名

簿を提供すべきであると，これは前回のご議論を受けて，このことを確認事項に入れ

る方が適当であろうということで入れたわけでございます。

それから，１０項でございますが，裁判官の独立への配慮という点でございますが，こ

の点は審議会意見にも記載されている留意点でございまして，また当委員会の議論

でもこの点に関する発言があったことから，確認事項として記載してはどうかというこ

とで盛り込んだ次第でございます。

１１項については，先ほど申し上げたとおりでございます。

以上でございます。

【遠藤委員長】引き続きまして，過日，司法制度改革推進本部の法曹制度検討会に

おきまして，最高裁判所の方から当委員会の協議状況を説明されたということでござ

いますので，その結果についても合わせて，小池幹事からご報告ください。

【小池幹事】お手元にありますグレーのファイルの法曹制度 14.と打っているところの

資料をごらんいただければと思いますが，１２月１０日に推進本部の法曹制度検討会

で，当委員会で検討している問題が議論されました。お手元の資料に基づきまして，

この委員会で前回までに確認をされた事項についてご説明申し上げたわけでありま

す。

この説明に対しまして，推進本部の方の検討会で意見交換がされましたが，この中

の資料にございますように，当委員会で検討した内容が相当であるというご了解を得

たわけでございます。参考までに，その検討会の議事録も資料として用意してござい

ます。

なお，この指名諮問に関する委員会の設置を決める法形式という問題が当委員会と



推進本部の検討会での大きな問題であったわけでございますが，その点につきまし

ては，検討会の方で規則で規定すべきであるという全員一致の意見でございました。

以上，ご報告を終わります。

【遠藤委員長】ただいまの小池幹事の説明，報告について，何かご質問があれば承り

ます。いかがでございましょうか。

よろしゅうございますか。

それでは，資料１４と１５を参考に協議を進めたいと思いますが，時間の関係もござい

ますので，前回までに確認された部分については省略させていただきたいと思います。

まず，資料１４の要綱案でございますが，このうち準備会でご検討いただいた部分を

一通りご議論いただきました上で，その後で資料１５の確認事項案についてご議論い

ただくことにさせていただきたいと思います。

まず，要綱案２の所掌事務でございますが，高裁長官の指名についても，この要綱案

では原則として諮問の対象に含めるということになっております。これは前回ここでご

議論いただいたところから見て，特にご異論はないかと思われます。次いで要綱案３

に「委員会への諮問」という項目を新たに設けることにいたしました。ここでは，前回

のご議論を踏まえまして，高裁長官の指名につきましては，例外的に諮問を要しない

場合，これを新委員会の方にすべて下駄を預けるということではなくて，要綱で一定

の限度において明記するということで，その表現方法について準備会で検討していた

だいたわけでございます。

結果，準備会におきましては，ここにございますとおり，判事を高等裁判所長官に指

名する場合には諮問を要しないということでまとめていただいたわけでございますが，

この点についてご意見を承りたいと思いますが，いかがでございましょうか。

これを裏返しに言えば，例えば実際問題としては余り想定しにくい事柄だろうとは思

いますが，例えば弁護士からいきなり高裁長官に就任したいという希望があった場合

には，これは裁判官としての適格性について，一度も委員会では審査していないわけ

ですから，この場合には高裁長官への指名について，委員会にかけていただくことに

なります。

ただ，判事の場合は判事補から判事へはもちろんでございますが，判事在任中に１



回，２回，時によっては３回，委員会の審査を受けているはずであり，また，この委員

会の機能というものがすぐれて裁判実務に携わる裁判官としての適格性を審査する

ということにあるのであって，司法行政事務に関する審査という趣旨からは離れるで

あろうということから，原則高裁長官についても委員会に諮問はするけれども，判事

を高裁長官に指名する場合には諮問を要しないという形でまとめさせていただいたわ

けでございます。よろしゅうございますか。

それでは，原案のとおりこの点は確定させていただきたいと思います。

次に，要綱案の３の（３）でございますが，これは意見を付さないで指名諮問するとい

うことで取りまとめさせていただいたわけでございますが，表現としては「付してはなら

ない」といったような強い表現ではない形で要綱案に盛り込んだ方がいいだろうという

ことで確認いただきましたので，このような形でまとめさせていただいたわけでござい

ますが，この点についてはいかがでございましょうか。「最高裁判所は，委員会に対し

て，指名の適否の意見を述べないものとする」と，この点はよろしゅうございますね。

次いで，要綱案の５でございますが，これは前回のご議論で１１人で組織することが

望ましいだろうということに落ち着きましたので，このとおりにさせていただきました。

この点もよろしゅうございますね。

次に，要綱案の１０でございますが，委員会の権限のうち「その他の者」という表現が

多少不明確でございましたので，これには団体だけではなく，個人をも含むという趣

旨を明確にした方がいいのではないかというご意見が出されましたので，その点を明

確にさせていただいたわけです。

それから，「その他の必要な協力」，これについても具体的にどのような協力を依頼す

ることができるのか，明確にした方がいいということでしたので，準備会では「資料の

提出，説明その他の必要な協力」と，この点を明確にした書きぶりにしていただいた

わけでございます。この点について，何かご意見はございますでしょうか。

【松尾委員】１点というか，審議の進め方といいますか，問題についても配慮しながら，

私が申し上げたいことは２点ありまして，これまでの審議で結局中央の委員会に対し

ては候補者全員の名簿と同時に人事考課表といいますか，最高裁の事務総局から

人事に関する資料を中核とした資料が提出されるということになっているわけなんで



すが，問題は人事考課に関連する資料にどんな情報が載っているのかという問題な

んですね。これは大変その資料が委員会の判断をある意味では左右するような基礎

資料になってきますから，大変大事な資料だと私は思っているわけです。当然，それ

は提出されてしかるべきものというふうに考えています。

一方では，これまでこの委員会に提出された資料１１というのがございます。これは

裁判官の人事評価制度の検討状況についてという資料，これは既に前回のこの会で

資料として紹介されたわけなんですが，その資料１１の２ページ目をちょっとごらんい

ただきたいと思います。

（２）の 2.ということで，ここでは外部からの評価情報についての検討というのがござい

ます。そこでは「適正な人事評価に当たって，多面的，多角的な情報把握の必要性」，

「その一環として，審議会意見の趣旨を踏まえ，裁判所外部からの的確な情報を受け，

これを人事評価に考慮することができるようにする方法について検討中」というふうに

なっています。

これを申し上げたのは，今ご審議いただいている諮問についての委員会に出される

中核の資料がこの最高裁の人事評価に当たる関係資料ということでございます。そこ

に外部からの評価情報がどのように入っていくんだろうかということは，この場におけ

る審議で，それを中核の資料として判断していくということの相当性，妥当性といいま

すか，あるいは十分性といいますか，裁判所外部の評価がどの程度最高裁の資料

の中に入っていくのだろうか，それの質的な問題，量的な問題，これは大変重要なこ

とになるわけですね。

これまでの審議では，その資料は中央の委員会に出されるということになっておりま

して，中央の委員会では，それをもとにまず絞り込みをするということにどうも議論の

内容がなったようでございますので，私は人事考課のあり方，あるいはその結果とし

てどのように作成され，それが中央の委員会に何が出されるのかということが大変重

要なんですね。その内容が十分に明らかでない状態で，その人事考課表というものを

中核の資料にするこの諮問のあり方，あるいは中央の委員会に対する意見の聴取

の仕方，そんなものははっきり決められるんだろうかという疑問を大変持つわけです

ね。ですから，今日はどうもその要綱案について審議をして，大方ここで決めようとい



う方向でこの審議がなされていると思うんですが，私はそんなに急ぐ必要はないんじ

ゃないかと思うんですね。

最高裁で検討中というこの資料１１の外部からの評価情報についてどう取り入れるか，

これが最高裁の方針が明らかに骨格，その細部，それから外部の意見を取り入れる

システムをどの程度取り入れるのか，それについて最高裁としてはどういう方法を考

えておられるのか，そういったことが明らかにならないと，中核の資料の存在自体が

不明確，中がどうもはっきりしないと，それを前提にこの裁判官の諮問，任用につい

ての意見は果たしてできるのだろうかと。

つまりそれが明確になって，それがここに出されて，こういうふうに外部意見が入りま

すと，それについての委員会に対する提供はこの範囲で提供します，あるいはこうい

うまとめ方をして提供しますと，あるいはそれは最高裁で一度スクリーニングをして意

見をつけて出しますとか，いろいろな出し方があると思うんですが，それを明らかにし

た後で，この要綱案を最終的に確定したらいいんじゃないかなと思いますので，幸い

来年にも１回，２回，委員会を持たれるということになっておりますので，最終的なこ

の要綱案についての判断はそこまで持ち越されたらいいんじゃないかなと，審議の展

開の具合にもよるんですが，まずそういうふうに思います。

それから，２点目は私はこの席に出るに当たって，もう一度これまでの議事録を拝見

してきましたけれども，何点かこの段階で最高裁の事務当局に釈明しておきたい点が

幾つかあります。

必ずしもここでそれが明らかになるかどうか，よくわからないんですが，そういったこと

もありますので，どうしても今日決めなければいかんというものでもないと思いますの

で，最終的な採否は次とかその次ぐらい，春までに決めるような形でどうなんだろう。

今日どうしてもこの結論を出さなきゃいかんとなると，先ほど委員長が３時半までに終

わりたいと言っていましたから，果たして十分な議論ができるのかどうか，今までにつ

いてもかなり時間が切迫していて，必ずしも十分な議論ができてないように，私は議

事録を拝見して思いました。そんなこともありますので，議事進行ということで提案と

いうことでございますけれども，今日はできる限りの議論をするということはもちろんで

すが，最高裁事務総局として裁判官の人事評価制度の今後のありようを検討したと



いうことをまず言っていただく方が先ではないかなというふうに思います。

というのも，裁判官の人事評価の在り方に関する研究会というものがあったことにつ

いては，既に委員の皆さんはご承知だと思うんですが，その報告書が出されておりま

す。そこでは外部評価をどう取り入れるかについては，必ずしも前向きになっていな

いと私は読みました。そんなこともありますので，外部の評価をどういうふうに取り入

れるのかということは大変大事なことだと思いますので，まず申し上げておきたいと思

います。

ちなみに，司法制度改革審議会の意見書でも，最高裁判所が下級裁判所の裁判官

として任命されるべき者を指名する過程に国民の意思を反映させると，これは一番大

事なこの制度改革の眼目でございますが，最高裁当局のまず人事評価の中にそれ

がどう取り入れられるのか，制度としてどういう制度を考えておられるのか，仕組みは

どうかということが大変大事だと思いますので，議事進行としてはそんなことを前提に

議論するとすれば，必ずしも今日結論を出す必要はないんじゃないかと思います。ほ

かの委員の方々がどんな議論をするのか。

以上です。

【遠藤委員長】ただいま松尾委員から，議事進行について重要なご提言がございまし

た。要は，新しい委員会に対して，最高裁判所の方から提供される資料の中核となる

ものは，おそらく人事考課表になるものと思われるが，その人事考課表自体に外部

からの評価情報をどの程度取り入れることにするのか，現段階では未だはっきり決ま

っていないようである。そうだとするならば，今日の委員会でこの要綱案を確定するこ

とはやや性急過ぎはしないだろうか。したがって，人事考課のあり方，とりわけ，人事

評価についての外部評価の取り入れのあり方などについて，もう少し具体的な姿，形

が鮮明になってから，要綱案の確定をしても遅くはないのではないかというご趣旨の

ように思われます。

私どもは前回来申し上げてきたわけでございますが，一応１２月２４日，今日の委員

会では，できれば最終的な取りまとめをさせていただきたいと考えていたわけですが，

松尾委員から議事進行についてご提案があった以上，委員の皆さん方から只今のご

提案についてのご意見を承りたいと存じます。また，幹事の方から特にご説明があれ



ば，合わせて承りたいと思います。

【山崎敏充幹事】議事進行の点は別といたしまして，裁判官の新しい人事評価制度の

あり方についての検討状況について，若干申し述べたいと思います。

前々回のこの委員会でも申し述べましたし，今，松尾委員ご指摘の資料１１で明らか

にしているところでありますけれども，その中の特に裁判所外部の情報の取り扱いに

つきましては，現在検討を進めているところでありますが，この委員会でもいろいろご

指摘もございましたし，私どもも人事評価に当たっては裁判所内部の情報にのみ立

脚するのではなくて，裁判所外部からの情報にも十分な考慮を払うことが適切な評価

を行う上で必要であるという認識を持っておりまして，こうした認識の上に立って，外

部からもたらされた的確な情報について，人事評価の基礎にするという方向で検討を

進めているところであります。

ただ，裁判官の人事評価は，裁判官に影響するところが非常に大きいものですから，

私どもとしては評価の対象となる裁判官の意見も十分に聴取するのがいいだろうとい

う考え方に立ちまして，具体的に申し上げますと，来年１月から２月にかけて意見交

換会などを開催いたしまして，そういった意見も吸収して，最終的に制度をつくり上げ

ていきたいと考えているところでございます。

【前田委員】私は前回休んだので，発言する部分がちょっとずれているところがあるか

もしれないんですが，起草委員会にも参加させていただいた関係でちょっと発言させ

ていただきたいと思います。私の意識としては，１２月２４日というのは最終の予備日

という設定で運用してまいりまして，その動きの中で，確かに外部評価をいかに入れ

ていくかというところを決めていかないと，やや遺漏があるといいますか，そのご指摘

はそのとおりだと思うんですが，要綱案のようなものをつくるときに，大枠を決めていく，

そのときには外部評価は入れるというコンセンサスはある。ただ，どのような形でどう

入れるかというところまでは決まらない。それはいつの時期にどう決まるかはわから

ない。そのときに，それをある程度確定しないと要綱案を固められないということでは，

私は必ずしもないと考えております。

従来の議論，今までの流れを踏まえますと，今日もまたご議論があるかもしれません

けれども，外部的な意見をどう入れるか。ただ，あくまでも最高裁が決めるものに対し



ての諮問ですので，裁判所の独立を害さない範囲でどうやっていくか，非常に微妙な

判断だと思います。それを細かいところまでこの委員会で決めてから前へ進むという

のは得策ではなくて，今までも大体ほかのいろいろな規則を決める委員会と比較しま

しても，この委員会では，私はかなりの時間を詰めて議論を積み重ねてきていると感

じております。

ですから，個人の意見を言わせていただければ，今日の段階で，この枠で，もちろん

外部評価の問題をどう入れるかというご議論をもう一度詰めてというところはあるかも

しれませんけれども，大枠としては考課表だけではなくて，外部的なものも入れるとい

うことを入れながら，ここで示された案で，あと確認事項を踏まえて，区切りをつけて

前に進んでいきませんと時間の問題もございますので，今日の段階で自分が出した

案ですから，それをかばうみたいな言い方になるのは恐縮なんですが，前に進むべ

きであるという個人の意見でございます。

【中田委員】松尾委員ご指摘の人事評価制度は非常に重要な問題であるという認識

を私も持っております。以前にこの委員会において，私は外部の意見を取り入れるこ

とについては慎重にしてほしいという意見を述べましたが，外部の的確な意見を取り

入れることについては，私は賛成です。ただ，裁判官の独立の問題がございますから，

慎重にしてほしいということを前に申し上げました。

人事評価制度は大事ですので，検討はしていただかなければいけませんが，今まで

の４回の審議で十分に意見は反映されております。毎年裁判官の新任，再任という

のは行われていくわけであり，指名過程について透明性を確保すべきという国民から

のご指摘を受けておりますので，できるだけ早く委員会を発足させていただきたいと

思います。要綱案については準備会も含め十分検討されておりますので，私は今日

結論を出していただくのに十分機は熟していると思います。

【磯村委員】私も，結論的に，今回で要綱案として取りまとめる時期に十分達している

のではないかと思います。確かに，どういう資料が最高裁判所から出てくるかが非常

に重要であるということはご指摘のとおりだと思いますけれども，しかし，仮に提出さ

れた資料が十分でないというときに，要綱案の１０の（２）で委員会としてどういうこと

ができるかということも含まれていると思いますので，そういう形で制度を動かす中で，



どういう資料が必要であるかということもだんだん決まってくるのではないかというよう

に考えております。決まらない間は何もしないということになると，中田委員がおっし

ゃったように，かえって，透明性確保という手続が遅れるということになりますので，そ

ういう意味で今日の段階でこういう取りまとめをするということは十分可能だというふ

うに考えております。

【青木委員】手続ということでは必ずしもないんですが，その前提として松尾委員が申

されたこととの関連で質問があります。どういう人事評価がされるのかという内容が

重要だと思うのですが，資料１１の「新たな人事評価制度の内容について」の（１）のと

ころに，「本人の意向を汲み取る適切な方法」というのがありますし，それから次のと

ころで「不服がある場合の適切な手続の設定」という項目があります。

それで，私はこの委員会で数回申し上げたことなんですけれども，これから裁判官の

任官を希望される方が幅広く広がっていくということを考えますと，裁判所，あるいは

検察庁の方，あるいは弁護士会といった従来型の組織を通じてくみ上げられる意見

以外にも，例えば，企業の中で法務を担当されてきたとか，あるいは大学の先生など

のレター・オブ・レファレンスといいますか，そういう本人がご自分で宣伝されるという

以外にそういうサポーティングエビデンスとしての資料というのは非常に重要になる

んじゃないか，特に中立的な委員会ですと，そういう資料に重きを置くべきではないか

というふうに私は思っておりますので，ここの要綱案は正直なところ，その辺がどの辺

までくみ取っていただけるのかということに関して，まだ若干私自身は不安が残るわ

けなんです。

今，人事評価制度の議論が進んでいるというお話なんですが，本人の意向をくみ取

るということに関して，どの程度議論が進行しているのか，もし伺わせていただければ

大変幸いです。

【山崎敏充幹事】新しい人事評価制度について検討すべきポイントはたくさんござい

まして，その中に今ご指摘のありました本人の意向をくみ取る適切な方法というのも

入っております。先ほど申し上げたとおり，これから裁判官の意見などを広く聞きなが

ら，制度を具体的なものにしていきたいと思いますが，今私の方のイメージとしてあり

ますのは，本人から何か申告というとちょっと大げさかもしれませんが，それぞれの裁



判官の１年間の仕事ぶりについて，自分はこういうことをやったとかいうものを書面で

出してもらうようなことが一つの姿としてあるのではないかと思っております。

【小池幹事】恒常的な人事評価のお話のようですが，これから裁判官に任官したいと

いうふうにいわば申し込みをするというときに，どういう申込書にして，どういう書類を

つけるかということが問題になります。そのときに，例えば弁護士からなられる場合に

は，自分はこういう仕事をしている，あるいは大学でこういう研究をしていると。そのと

きに，まさにサポートするようなものをつけていくというのは，今後検討していかなけ

ればいけないのではないかと思います。ネガティブな情報も必要ですし，ポジティブな

情報も必要と，そういうものとして，そういう情報の点は検討していくべきではないかと，

内部的にはそういう議論をいたしております。

【松尾委員】山崎幹事にお伺いしたいんですが，外部評価をどういうふうに人事評価

に取り入れていくかというのは，今の検討状況はどうなんでしょうか。

【山崎敏充幹事】いろいろな考え方があり得ると思いますが，少なくとも取り入れる窓

口をつくらなければいけないというのが一つあろうかと思います。そういった窓口をつ

くった場合に，おそらく様々な情報が飛び込んでくるんだろうと思いますが，先ほど中

田委員がおっしゃられたように，裁判官の独立という大きな問題を考えつつ，的確な

情報を取り入れていくという考え方で制度を設計すべきだろうと思っています。その具

体的なやり方については，今検討しているという段階でございます。

【松尾委員】それはいつごろまでに検討されるご予定ですか。

【山崎敏充幹事】現在，決まっておりますのは１月，２月段階で裁判官の意見をできる

だけ幅広く聞くというところでございまして，それを集約した後で制度を組み立てていく

段階に入ろうかと思います。現時点では，その程度でございます。

【松尾委員】前に裁判官の人事評価の在り方に関する研究会を立ち上げて，いろいろ

外部の有識者も入れて議論されましたけれども，今回外部の評価を取り入れることに

ついて，研究会みたいなものを立ち上げるご予定ですか。

【山崎敏充幹事】既に今ご指摘の裁判官の人事評価のあり方に関する研究会という

ものが報告書をまとめておられますので，それをベースにして，その後その報告書に

対して寄せられた様々なご意見もありますので，そういうものをくみ上げた上で，我々



の方で考えていきたいという具合に思います。

【遠藤委員長】確認事項の中にも入れてあるわけでございますが，新しい委員会が立

ち上げられた場合に，とにかく実質的な審議ができるように，最高裁判所からできる

だけ豊富な資料を提供してもらわなければならないと思います。

ただ，今の段階で具体的にどういう資料を提出すべきか，これを限定することは困

難であり，要綱案においても一切これを限定していません。もし仮に，提出すべき資

料が具体的に限定されているとするならば，まさに松尾委員がご指摘のように，将来，

人事評価の在り方についての外部評価の具体的な取り入れがどのように煮詰められ

るのかということを横目でにらみながら，要綱案を慎重に確定していくということも必

要になろうかと思いますが，要綱案は決してそのようなものとはなっていないのです

から，必ずしも要綱案確定を先延ばしにする理由とはならないのではないでしょうか。

この点については，最高裁判所の資料提供の側面でもそうだろうと思いますし，中央

の委員会と下部の委員会との関係についても，私はそうだろうと思うんですが，まさ

にこれは試行錯誤といいますか，連係プレーといいますか，現実に提供された資料

が不十分であれば，より具体的に分かりやすいものを提供してくれということを求め

ればよいのであって，私は，運用上の問題として十分処理しうる問題のように思いま

す。そこで，皆さん方のご賛同を得られるのであれば，是非とも今日の段階でこの要

綱だけは確定させる方向でご審議をいただきたいと思うのですが，松尾委員以外の

方々の中で，今日確定するのは早過ぎる，次回以降の委員会に持ち越すべきである

というご意見のおありの方がいらっしゃるとすればお伺いしたいと思います。いかがで

ございましょうか。

【堀野委員】延ばすべきだという意見ではなくて，できれば本日できる限りの議論をし

て確定するべきだと思いますけれども，松尾委員のおっしゃる恒常評価の中での裁

判所の人事考課に外部の評価を入れていくとして，そこででき上がる考課表というの

もしょせんは私は内部資料だと思うんですね。しょせんはと言うとちょっときついかもし

れませんけれども，要するに外部から入ってきた意見を裁判所の評価者，あるいは

評価権者がそれを一応本人の弁明を聞いたり，あるいはその他のいろいろな処理を

しながら裁判所内部でつくられた資料であるという点においては，基本的には内部資



料だというふうに思います。

この委員会が立ち上がって，委員会が独自に収集する資料，情報，それは委員会自

身が直接受けるもの，これは外部資料だろうというふうに思います。したがって，最高

裁がつくられるそういった人事考課資料とあわせて，委員会自身が広く資料を集めら

れるような体制にしてほしいという趣旨で，今日確認事項に関する修正案ということで

用意させていただいたものがあります。一つは２枚目ですけれども，広く意見を求め

ることができるという，つまり外から意見が来た場合には，それを積極的に受理します

よという一文と，それから１枚目に戻りますが，その窓口として，独立の事務局はでき

ないにしても，事務局的なものをつくるということによって，委員会自身がきちんと外

部資料を得られるような体制をつくっていくことが必要であり，それは今の松尾委員の

ご疑問に対する一つの回答でもあろうかと思うんですけれども，そういった仕組みを

つくる中で，この要綱は本日できればつくり上げた方がいいだろうというふうに思いま

す。

【遠藤委員長】私が先ほどできれば３時半ぐらいまでにと申し上げたのは，それは私

の単なる願望にしか過ぎないわけでございまして，今，堀野委員ご指摘のとおり，こ

れは重要な案件でございますので，どんどんご意見を出していただいて，できうる限

り充実した審議を遂げた上で議事を進行させていただきたいと思います。こういう気

持ちにはまったく変わりございませんので，その点は誤解のないように釈明させてい

ただきたいと思いますが，その点はさて置きまして，松尾委員から議事進行について

のご発言があったわけでございますが，できれば当初の予定どおり，今日の委員会

において要綱案を確定させていただくという方向で，これから後の審議を進めさせて

いただきたいというふうに思いますが，よろしゅうございますね。ひとつ松尾委員，そ

の点だけご了承ください。

【松尾委員】私の発言は要するに今後の裁判官の指名についての関係で，改革審議

会の意見書にも最高裁判所の諮問を受け，指名されるべき適任者を選任し，その結

果を意見として述べる機関を設置すると，そうした際には国民の意思を反映させると

いうことが述べられているわけですから，私は今，委員長がまさにおっしゃったように，

外部のそういった意見というのがどういうふうにここに反映されてくるのかなというの



がまさに中核で非常に大事なことなものですから，人事考課資料が重要な資料であ

れば，それにどの程度それが反映されるかも重要ですし，それからまた今日これから

委員会の権限のところで多少議論があるわけですが，それも議論していただいて，ま

たその結果をお考えいただければいいんじゃないかと思います。とりあえず議事進行

していただきたいと思います。

【遠藤委員長】それでは，先ほどの私の方からの提案に戻らせていただきまして，要

綱案の１０項の（２）のところでございますが，先ほども申し上げたように，漠然と必要

な協力を依頼することができるということでなく，「団体又は個人に対して，資料の提

出，説明その他の必要な協力を依頼することができるものとする」と，委員会の権限

として前回よりは，より明確化した表現ぶりに改めさせていただいたわけですが，い

かがでございましょうか。その点についてご意見があれば承りたいと思います。この

点はよろしゅうございますね。

次に要綱案の１３項，これは前回若干ご議論があったわけでございますが，地域

委員会の組織でございます。原則５名とした上，東京管内とか大阪管内などのように

規模の大きいところについては，ただし書きを設けまして，「必要と認める場合には，

１０人に達するまで地域委員の数を増加することができるものとする」というふうに修

正をさせていただきました。

ただ，５人となりますと，法曹出身委員がおそらく裁判官１，検察官１，弁護士１，これ

だけで３になり，その他の学識経験者が２ということが想定されるわけですが，他のブ

ロックについては，すべて同じような比率，割合で委員が選任されるのに，大規模ブ

ロックだけその比率割合が違ってくることは，いかがなものであろうかというご議論が

出ましたので，これを確認事項の方に反映させていただいたということでございます。

確認事項の９がそれに当たるわけです。確認事項については確認事項で別途後でご

議論いただくということでお諮りしているわけでございますが，念のため，この９項で

は，地域委員会は，５人の地域委員で構成する場合は，法曹三者３人，学識経験者

が２人とするのが適当だが，地域委員会の委員数を増加させる場合にも，この構成

比を基本とするよう配慮をするのが適当であるとしたことによって，バランスを保たせ

ようと配慮したわけですが，それを含みに置いてご議論をいただければありがたいと



思います。これでよろしいかどうかということについて，ご意見を承りたいと思います。

【戸松委員】この点につきましては，前回私は発言いたしましたので，ちょっと質問な

いし確認をさせていただきたいと思いますが，このときに申しましたように，東京とか

大阪では，恐らく対象となる裁判官候補者が非常に多いものですから，仕事が大変

になるでしょうと。そうすると，５人では大変ではないかということで，１０人に増やせば

仕事の能率が上がるかというと，そういうわけではないだろうということで，ちょっと示

唆したはずでございます。それは，地域委員５人で組織するということは，５人の組織

を東京では２つに分けまして，１部会，２部会ということでやる，そういうことが含まれ

ているのかなというふうに読んだのでございますが，それでよろしいんでしょうか。

【小池幹事】そういった点も含めて，こういった規定で対応していったらいかがかという

ことで，ちょっとカバーする面が広い定めにしてみてはどうかという提案でございます。

【戸松委員】それでよろしいんですけれども，１０人といううまいことをお考えになった，

私が今イメージしていることもこれだったら可能だろうという，そういうことでございます。

あとは地域委員会の内部で決めればいのかなと思います。

【遠藤委員長】前回，この点について，戸松委員と同趣旨のご発言であったのかどう

か分かりませんが，長谷川裕子委員からもご発言いただいたようですが，この点はい

かがでございましょうか，よろしゅうございますか。

【長谷川裕子委員】よろしゅうございます。

【遠藤委員長】ほかの委員の方々，よろしゅうございますね。

それでは，この点は原案どおり確定させていただきたいと思います。

それでは，次に要綱案の１４でございますが，地域委員の任命については，前回確認

されましたとおり，これは高裁管轄区域内に居住又は執務する者とするという，こうい

う項目を入れさせていただいたわけでございますが，これはおそらくご異論ないと思

いますが，よろしゅうございますね。

次に，要綱案１９の庶務についてでございますが，前回，独自の事務局を設置するこ

とが望ましいのではないかというご意見も出たわけでございますが，先ほど小池幹事

からもご説明がありましたように，なかなかこういうご時世にこの種の委員会に独自

の事務局をつくるということは難しいようでございます。そこで，原案で提示していただ



いたとおり，人事担当部署がその庶務を担当することは避けることとし，最高裁で言

えば総務局，高裁で言えば総務課においてこれを処理するという案を考えたわけで

ございます。

この点は先ほどの小池幹事からのご説明にもございましたとおり，確認事項の１１項，

「最高裁判所及び各高等裁判所は，委員会及び地域委員会が中立・公正に活動する

ことができるように庶務の処理に当たって適切な配慮をすることが適当である」という

条項を設けていただきましたので，これとワンセットとしてご意見を承りたいと思いま

す。なお，この点に関しまして，堀野委員から要綱案１９の修正案というものが書面で

出ておりますので，提案の趣旨についてご説明いただけますか。

【堀野委員】独立の事務局をつくるということについてですが，私は現在までの審議で

大変いい組織が立ち上がりつつあるという，そういう認識を持っているということを前

提にしての意見ですけれども，独立の事務局ができないとしても，今度新しくできる諮

問委員会は人事に関して，最高裁判所の人事当局とは一定の緊張関係にある組織

にならざるを得ないだろうというふうに思うわけです。

つまり最高裁の内部資料のみに基づいて，イエスマンになるという組織ではなくて，

ある程度最高裁の内部資料を検討し，そしてまた外部資料なども自ら収集しつつ，自

らの判断を下していくという，そういう意味では一定の対立関係とまではいかないにし

ても，異なった意見を形成する可能性のある組織をつくっていくわけでありまして，そ

の場合，完全な独立性というわけではありませんけれども，諮問対答申という関係に

おいて，一定の事実上の独立性が内外に対して事務局の庶務の面においても明ら

かにされる必要があるんではないかと，こういう発想から，事務局ではないにしても，

先例のある簡易裁判所判事選考委員会，ここで大分議論されたことがありますけれ

ども，その庶務を掌る機構がどうなっているかということについては，そこに参考条項

として掲げておきましたけれども，幹事と書記という形でその庶務を掌り，あるいは庶

務に従事する職員を置くことになっているようであります。

このことについては，今までこの委員会では言及されていなかったと思うんですけれ

ども，こういうことが可能であれば，外から見てわかりやすい庶務体制という意味で，

私は中立・公正らしさも表現できるし，そして外からもまた便利であるという，そういう



２つの意味において，こういったものが考えられないかどうか，最高裁側におそらくこ

れに関する何らかのご意見がおありかと思うんですけれども，それをお聞きして，私

自身が納得できれば引っ込みますし，その辺をご説明いただければと思います。

【小池幹事】今ご指摘の点は準備会でも議論した点でございます。これは庶務をどう

処理するかというのは，かなりテクニカルなところがありまして，独立の事務局をつく

るという案が一つありますが，その対極にあるのが幹事という制度です。業務量が非

常に多くて，独立の事務局を置くという場合には，事務局をつくることになりますが，

非常にアドホックな時々開く委員会というときには，そういうものではなくて，幹事とい

う形，この委員会なんかも幹事という形ですが，そういうものが庶務を掌ると。

そういう意味で，今度できます委員会というのは，恒常的な委員会ではありませんけ

れども，年間何回にわたって開くということでありますし，幹事というところよりはもう少

し業務の量が多いということになると。そうだとすると，この幹事という案よりは今ご提

案申し上げましたような案の方が，あるセクションが庶務を掌るという形がシステムの

こういう庶務を処理する組織のありようとしては適当ではないかということです。

それと，もう一つは公正・中立という観点というのは，もう一つほかのファクターでもっ

て配慮をしていくということで対応できるんではないかということで，こういう案をご提

示したと。まさに今ご指摘の点はアイデアとしては，準備会でも十分議論をしたもので

あるということをご報告したいと存じます。

【堀野委員】どの程度の頻度で開くのか，あるいはどの程度の事務量があるのかとい

うことと，それに対してどういうありようが対応するのかというのは，私もこういうもの

は外から見ていて分かりませんので，その辺はあえて幹事，書記でなければならない

とか，そういうことを主張するつもりではないんですけれども，人事課じゃなくて総務課

へ移す。何となく内部で形式的に分けたような姑息な感じがしないわけでもないです

ね。この諮問委員会独自のそれが総務課ということになるのかと思いますけれども，

はっきりしたこうあるべきというのはないんですけれども，もう一工夫ないんですかね。

【宮本委員】私は前回事務局を設置するという提案をした者なのですが，その際に小

池幹事から，事務局の設置は技術的に難しいというご説明がありまして，どうも私は

素人ですので，よく分かりませんでした。



今，委員長が言われたように，今のご時世だからこそ，私は前回お金も要らない，人

数も増やさない，そういう形で何か裁判所の内部でそれ自体独自性のあるようなつく

り方がないものかということを申し上げたんですけれども。

【小池幹事】なかなか私も上手に説明できなくて恐縮なんですけれども，これは２つ問

題がありまして，一つは組織としてセクションをどうつくるかという問題と，そこにどうい

う人を当てはめるかと，マンパワーをどうするかという問題は一応別個の問題です。

今の例えば各省庁，あるいは自治体もそうかもしれませんけれども，新しいセクション

をつくるというときには，行政のスリム化をしようということで，おそらくスクラップアンド

ビルドということで，一つスクラップして新しいものをつくると，その仕組み，課長から

ポストを幾らかつくっていかなければいけませんので，そういうものがどうかという問

題が一つあります。

もう一つ人を当てはめるというのは，前回そういうご指摘もありましたけれども，ある

セクションに業務に応じて兼務をさせるという問題はありますけれども，今回の場合に

は独立の事務局をつくるというときには，例えば下級裁でいきますと，もう一つ独立の

委員会を担当する事務局と，そういう課長をつくるということになりますと，高裁にある

例えば資料課長とか，あるいは総務課長というポストを一つスクラップして，新しい課

長をつくるという事柄がどうしても必要になってくると。そこの問題が２つ別個にありま

して，前者の方の問題が非常に難しいということを申し上げたわけでございます。

【宮本委員】そこで，私が申し上げたいのは，事務局と言いますけれども，「事務局」，

あるいは「事務局長」という名称なりポストなりをつくった方がいいということを必ずしも

言っているわけではないんです。つまり，堀野委員が出している「幹事」でもいいんで

すけれども，とにかく外から見て，世間の方から見て，ここが諮問委員会の仕事を独

自にやっているんだなということが見える形のものがないか。今，事務量の点から幹

事云々ということをおっしゃいましたけれども，であれば若干の事務量を賄うようなセ

クションのつくり方はないかということなのです。

【宮崎委員】ご参考までに申し上げますけれども，行政の中でいろいろな委員会をこし

らえるときに，独立の事務局をつくる場合が一つございます。まったくつくらないで庶

務はどこそこの何とかの課が処理するというのもございます。真ん中のやり方として，



事務局を置くと書いて，事務局長は行政の関係のある部局のしかるべき審議官とか

参事官をもって充てるものとするというふうに法律で事務局を書く場合は法律で，政

令で事務局を書く場合は政令で書くという手が実は結構ございまして，だからその場

合なら新しくスクラップを出す必要はない話だと思うんです。

ただ，それでも紙代とか何かが事務局というと，独立に請求できるだろうみたいな細

かい話があるようではありますが，ただ今申し上げたように，関係のある他の部局の

しかるべき者が占めるものとするというふうにセットで書いてしまえば，努力次第で行

政機構の拡大を防ぐということにはなるのではないかと思うので，その点まで含めて

どれだけ困難なのか，もう一度聞かせていただければという気はいたします。

【長谷川裕子委員】私も事務局をどうするかというときに，中立で透明性が必要だと，

ただしこの時代ですから，新たに別の事務局をつくるというのは予算上大変だとすれ

ば，その事務局が透明で公正だというのがだれから見ても分かるようなものにした方

がいいだろうと思っています。

総務課に置くことは，私はいいと思うんですが，今日堀野委員の資料を見ていて，こ

ういうやり方があるんだというふうに気づいたんですが，これはよく見ると，例えば１２

条の 2.で「幹事は最高裁判所の裁判所事務官の中から委員長がこれを委嘱する」と

か，「幹事は委員長の命を受けて庶務を掌る」となるわけですね。そうすると，職員の

命令系統が非常にはっきりしていて，ここがよく見えるんだと思うんです。そういう意

味では，単に総務課に置くだけではなく，庶務について，総務局に置いて処理するも

のとするだけでなくて，何かもう一つそこにつけ加えられると，透明性だとか中立性だ

とかというのが見えてくるのではないかと思いますけれども，そこのところは一工夫あ

ってもいいのではないかなというのが今日の堀野委員の資料を見て気づいたんです

が，検討の余地はないでしょうか。

【小池幹事】今日出てきたものですから，これについてはちょっと差し控えますけれど

も，幹事というシステム自体は先ほど申し上げましたようなものだろうと。

それから，総務局，あるいは総務課に置くというときも，これははっきり分かる形で書く

ことになります。事務分掌規程とかという形で，この委員会に関するものは事務局か

ら離れて，総務局なり総務課のどのセクションがどういうふうに担当するのかというこ



とは，１項目そういう規程，さらには通達というところで書いていくと，それはもちろん

オープンにされますので，系列としては別だということがはっきり分かるということはあ

わせて講じていくことになると思います。

【宮本委員】私は今，小池幹事のおっしゃったことを一歩進めて，先ほど宮崎委員が

おっしゃった第３の方法，これを追求するのがいいと思うのです。事務分掌等には書

かれても，それはなかなか国民の方からは見えにくいということがあります。看板をか

けるとか，表札を出すとかという問題でもないんです。

これも前回申し上げたかもしれませんけれども，例えば総務局に庶務の担当者を置く

とした場合に，総務局長が今おられますけれども，裁判官です。さらに担当者の所属

する課の課長が裁判官であるとした場合，総務局長なり担当課長が裁判官を希望し

て，適否の審査を受けることがあるかもしれない。そうしたときに，適否の審査を受け

る方と庶務を担当する部局と何か混同が生じているなというふうに，外から見えるの

が望ましくないということなんです。

【遠藤委員長】今，宮崎委員がおっしゃった第３の道を模索するという可能性というか，

それはなかなか難しいんでしょうか。私はその道にまったく素人でよく分からないんで

すが，そういう方法も考えられなくはないというご提示であったようなんですが。

【小池幹事】私もこういう仕事を大分やっておりますけれども，今までそういう形での対

応というのは，記憶する限りではございません。

【中山幹事】どうも総務局がやり玉に上がっておりまして，原案でだめだということは，

総務局に対して不信感を抱かれているのかなと思いますと，堀野委員からのものは

総務局の事務官でよろしいということでありますから，そんなに信頼を失っているわけ

でもないんだろうと思います。

要は先ほど宮本委員からもお話がありましたけれども，これを外部にどういう形でど

こが分掌するかということをきちんと明確にしなければならない。それは今，小池幹事

の方から事務分掌規程ということを申し上げましたけれども，事務総局の分課規程と

いうのもございますし，そういった組織法制をきちんと定めていって，明らかにすると

いうことになろうかと思います。下級裁に対しては，その辺りは通達で示すということ

になろうと思います。



ただ，先ほどコピーの問題を宮崎委員が出されましたけれども，私は修正案を見て，

最初にぱっと思いましたのは，この仕事だけで超勤をしたときに，一体だれが払うん

だろうなということを思っております。私もプロではありませんから，分かりませんが，

総務局の仕事ということにしておけば，それは超勤という問題は解決できるということ

になりますが，これがまったく組織として別立てであるというような形になったときに，

その辺りはどんなふうに考えていかなければならないのか。

そうすると，先ほど紙の問題も出ましたけれども，お金の問題が絡んでくるということ

になり，その辺りそれなりにまた財政上の手当て等々をしなければならないということ

になると，またさかのぼって一番最初のなかなか昨今難しいがと，こういうことになろ

うかというふうに思います。

要は中立・公正に行われるというところをきちんと担保し，それを外部に表すというと

ころが大事かと思っておりますし，その辺りは人事局と総務局は大きな廊下を挟んで，

常に対立関係とは言いませんけれども，時々対峙することもございますし，そこはご

信頼いただければというふうに思っております。組織法制の方は別途きちんとしたも

のをつくっていきたいというふうに思っております。

【青木委員】どうも伺っていますと，何か内部事情みたいなものが先行していて，私の

ような法曹界外部の人間から見ると非常に分かりにくいところがあるんですね。こうい

う問題を議論するきっかけになったのは，司法制度改革審議会という審議会で決まっ

たことであります。そうしますと，行政の方が審議して，当然委員の手当てやなんかの

予算措置を講じなければいけないでしょうし，また，事務局を中立的につくるというこ

とに関して，それはだめだ，裁判所のほかの課長ポストを削れというふうなことを果た

して言うレジテマシーがあるのかどうかということを私は考えるわけです。

今の世の中の流れとしては，例えば公正取引委員会なんていうのは大幅に人員が増

大されるという動きもございますね。そういう中立的な委員会を強化していくというの

が一つの国の動きでもあると思いますし，その点は独立の事務局，どんな小さくても

いいですし，それから実際にはこれは最高裁の総務局の方が出向でそれを担当され

るとかということでも結構なんですけれども，その可能性を追求していただくことはで

きないものなのでしょうか。そこは余りまだ交渉とか詰めないままに，今までの慣例で



これは無理だというふうにおっしゃっておられるような印象を受けるんですけれども。

【松尾委員】宮崎委員のおっしゃった第３の道というのは，あるんだろうと思うんです。

ただ，予算の話とか人の話とか，確かに今，青木委員がおっしゃったように，今大変

難しい情勢だと思うんです。日程が厳しい。私は一つはこれを規則でやろうとしている

からだと，それもあるのではないかと思うんです。

ですから，こういう大事なことですから，骨格の部分については，法律にして国会で論

議してもらって，こういう委員会を置こうというふうなことになれば，まず国会としての

意思ですから，三権のうち最高裁がやりたいと，国会でも法律に盛り込んでやるよと

いうことならば，行政としても相当な考慮をせざるを得ないということになりますので，

法律にすることもこの前のここの議論で規則の方向ということで立ててあったように思

うんですけれども，ただ私は法律にするということ，骨組みは法律を決めた方がいい

なというのは，いまだにそういう方向もあるのではないかと思っているんです。法律で

きちんと決めれば，ますますその存在意義といいますか，予算要求上でも組織要求

上でも非常に強力なものとなるということになりますので，そこら辺りをもし論議する

のであれば，そういったことをもう一回議論してもいいのかなと，そんな感じもしました。

【前田委員】要綱案をつくった側といいますか，準備会に出ていた側からの発言にな

ってしまう感じがあるんですが，委員会をつくったときにというか，組織をつくったとき

に，それを維持していくには，その仕事量とそれにあわせての予算という感じになると

思うんです。準備会で，先ほど幹事を置くには仕事量は多過ぎるといいますか，恒常

的にやらなければいけない。逆に言うと，ただ法律という形でつくるか，規則でつくる

かはともかくとして，一つの大きな組織体としてやるだけの仕事量といいますか，重み

が重いということはもちろんそうなんですけれども，議論をいろいろ実質的なところで

伺っていけば，今のシステムの中で総務課の一つの係と呼ぶのか，そこら辺は私も

よく分からないんですが，それでこなすのが適当な量であると。

そのときに，結局私はそんなに争いがなくて，要するに中立で国民に向かって内部で

お手盛りでやってないんだということが示せるかどうかだと思うんです。それを示すた

めに，身の丈に合わないようなよろいをつくる必要は私はまったくないんだと思います。

身の丈に合った着物であるんだけれども，ただその着物の柄が違ってますよというの



をどう示すかということなんだと思うんです。

そのときに，私は先ほど宮本委員のご意見は総務局でやる以上，総務局長の審査も

するかもしれないから，裁判所の中に置くのはだめだといいますと，この種のシステ

ムというのはみんな私は動かなくなってしまうと思うんです。ある程度信頼していただ

いて，裁判所の中に置くということの前提で考えたときに，ほかとのバランスからいっ

ても，所掌事務をきちんと書き分けることで，あとは私は形ではなくて，中身の問題に

なってくると思います。

むしろこの時代に，法律だからといって大きな仕事量の人員をつけるとか予算をつけ

るというのは事実上無理だと思いますので，このような原案で私は動かしていって，

いかに国民から見て公正さを保って動いているというふうに見えるか，それはこの要

綱を踏まえて具体的な案をつくっていく中での仕事だというふうに私は考えております。

ですから，この原案で問題はないのではないかというふうに申し上げたいと思います。

【宮本委員】私は第１回の会議以来，裁判所の職員が兼任でやっていいということは

終始言っている。ですから，お金を増やさないし，人も増やさないという前提で考えよ

うと言っているのです。つまり，公正らしさ，あるいは独立の外観を保つためにどうし

たらいいかという観点から考えようということであって，裁判所の外に独立したものを

つくるべきだということは私は考えてない。その意味では前田委員がおっしゃる前提

はそのまま私の前提でもあります。何か工夫がないのかということを言っているだけ

です。

【遠藤委員長】こういう形で取りまとめをさせていただければありがたいと思います。

私は，前回の委員会でも申し上げたような気がするんですが，裁判官には外見上の

公正らしさというものが強く求められているのと同じように，この委員会の仕事の特性

上，外から見て公正らしさが保たれているということが大変重要なことだと思います。

したがって，私は，準備会に対し，何とかして事務局を独立して設けることはできない

だろうかと考え，その検討を要請してきたわけです。準備会においても，あれこれ検

討していただきましたが，結局，独立した事務局を設けることは難しいという結論にな

りました。そこで私は，それでは次善の策として，せめて確認事項の中にそれを担保

するような条項を設けることはできないだろうかと要望しました。今日お配りした確認



事項の１１項がそれでございます。当初準備会がお作りいただいた確認事項には，こ

の１１項に相当する条項がまったく入っておりませんでした。この条項は，当初私が考

えていた原案とは多少違っていますが，実質的には，さほど大きな違いはありません。

さらにまた，ごく少数を対象とする簡易裁判所判事選考委員会とこの委員会を同列に

論ずることはできないような気がします。ところで今，簡裁判事は，年間１回に限り選

考されているようですが，その数は総数何名ぐらいになりますか。

【山崎敏充幹事】大体５０名ぐらいだったと思います。これが新任でございまして，いつ

ぞや議論になりました再任というのが三，四十名程度かと。

【遠藤委員長】５０名前後がそれもほとんど年一度というふうに理解してよろしいんで

しょうか。

【山崎敏充幹事】お集まりいただくのは一度です。

【遠藤委員長】そういう規模を対象とする簡易裁判所判事の選考委員会の規則とこれ

から新しく立ち上げられる委員会，これは修習生から判事補に任官を希望する者もあ

れば，再任，弁護士任官，あるいは数は少ないかもわかりませんが，学者その他か

らの任官も考えられなくはないわけです。総数年間３００名規模で，それも年に一度に

集中するんだろうと思いますが，それも一回ぽっきりとは限らない。少なくとも今の体

制では，１０月と４月に相当数が集中して，その他の時期にもぱらぱら出てくることが

想定されます。

そういう規模の違い，その他から見ると，幹事体制だけでは十分には処理できない

のかなというような感じもいたしますので，先ほど私が冒頭に申し上げましたように，

確認事項の１１とパラレルで考えていただきたいと思うわけです。もっとも，確認事項

の１１項がこれでいいのかどうかにつきましては，後ほど確認事項のご審議の際にご

意見を承りたいと思いますが，とにかく確認事項の１１項のような規定を設けるという

前提で，要綱案については原案どおりご承認いただければありがたいと思うんですが，

いかがでございましょうか。全員一致というわけにはいかないかもしれませんが，大

方の皆さん方のご賛同がいただけるようであれば，要綱案に関する限りは原案どお

り確定をさせていただきたいというふうに思いますが。

【宮本委員】今のご発言の趣旨の確認ですけれども，要綱の上では総務局，あるいは



高裁総務課ということとして，確認事項の上では本日提案されているものは動くという

ことですか。

【遠藤委員長】動くか動かないかは，確認事項についてのご議論次第ということにな

ろうかと存じます。

【宮本委員】それでしたら，今日のこの場の議論の方向性を確認事項の中に盛り込む

という議論をすると承っていいんですか。

【遠藤委員長】議論はもちろん大いにしていただきたいと思います。ただ結論がどうな

るか，それは分かりません。

【宮廻委員】私もこの事務局の問題は非常に大きい問題だと思いますので，先ほど宮

崎委員が言われたようなことがもし可能であれば，本来はその可能性を追求した方

がいいんではないかと思います。しかし，先ほどの小池幹事のお話だとちょっと難し

いようですが，要綱案と確認事項とが内容的に書き分けられていることはよくわかり

ますけれども，例えば確認事項の１１の趣旨を要綱案の１９の中に何らかの形で入れ

るということはできないんでしょうか。

【小池幹事】要綱案は条文を想定しておりますので，少し難しいかと思われます。

要はいろいろご指摘がありますのは，きちんと委員長の指示といいますか，そういうも

のに従って，その担当者が動くということが重要であると，総務局長よりも委員長の言

うことをよく聞きなさいと，こういうことだと思いますが，そういうことはむしろ確認事項

という方ならあり得ましょうが，要綱の方に入れるというのは，おそらく論理的な矛盾

を生じてくるので難しいのではないかと思っております。

【遠藤委員長】ということで，繰り返しになってまことに恐縮なんですが，細かい表現ぶ

りはともかくとして，確認事項１１項は残るであろうということを前提として，要綱案をご

承認いただくということで，これはあえて決はとりませんけれども，今ご発言いただい

た方々，特に修正案を出された方，あるいはそれに賛成される方を除いて，ご賛同い

ただけるようであれば，当委員会の結論としては要綱案の原案どおりということで確

定をさせていただきたいと思いますが，よろしゅうございますか。

大変恐縮ですが，この点についてはこのような形で取りまとめをさせていただきたい

と思います。



そうなりますと，要綱案についての主なところは一通りご議論いただいたことになりま

す。

【青木委員】確認なんですけれども、つまらないことで恐縮なんですが，資料１４の１ペ

ージの委員会への諮問の（３）のところに「ものとする」というのが２度繰り返して出てく

るんですけれども，これは何か意味があることなんでしょうか。

【小池幹事】最初の方の「ものとする」というのは条文になったときに「ものとする」まで

入りまして，以降の「ものとする」というのは，ほかの項目にも全部あるんですけれど

も，いわゆる要綱であることを示す符丁でございまして，非常に変なんですけれども，

符丁としてご理解いただければと思います。

【遠藤委員長】これは要綱だからこうなるので，規則になると最後の「ものとする」とい

うのは削られるわけですね。

【松尾委員】今終わったような感じですので，この機会に幹事の方にこれまでの説明

でよく分からない点があるものですから，二，三説明していただければと思います。

前回の議事録の３４ページ辺りをごらんいただいて，私と小池幹事とのやりとりなんで

すが，質問する趣旨は司法制度改革審議会の意見書にも，こういう任用についての

機関を設けなさいということと，その機関が十分かつ正確な資料情報に基づいて，実

質的に適任者の選考に関する判断を行えるようにしなさいと，こう書いてあるんです

が，３４ページの中央から下のところの小池幹事の説明の中で，下から大体１５行目

ぐらいですかね。「小池幹事」と表題があって，「地域委員会の方で各地における情報

に基づき，地方から要請がなくても，この人について問題だということについては，独

自の調査をして，また独自の参考意見を設けると。」こうなっているんですが，ここで

質問なんですけれども，この人について問題だという，この情報はどのように集まると

いうことを想定されているのか，その手段，あるいは情報を集める組織，果たして実

効性あるそういう情報が集まるのかと。つまり委員が５人から１０人地域委員会にい

るわけなんですけれども，そこのところでこの人について問題だと，つまり中央の委員

会から人事考課表が下におりないわけですから，そのほかの何らかの判断に基づい

て，この人は問題だと地域委員会が考えた場合には，独自の調査をすると，こういう

筋書きの流れになるんですね。



そうすると，この人について問題だというのは，地域委員会の各委員が５人なら５人，

これはどうするんですか，どういうのについてそういう情報を集めるのか，手段，集め

る流れ，組織，果たして実効性のあるような情報収集ができるんでしょうか，そこのと

ころはどういうふうにお考えなのか，お聞かせいただければと思います。この間の概

略図みたいのがありましたね。あのときの説明で伺った話です。

【小池幹事】この点はまさに前回も申し上げましたとおり，運用にかかわる問題だと思

いますけれども，想定されますものは，例えば法曹三者，あるいは大学とか有識者と

いう方が入ってこられると思いますけれども，そのときにあるＡという管内において，

そこにいる裁判官，あるいは弁護士任官の人，あるいは検察官で任官される方もあ

るかもしれませんけれども，そういう方が日ごろの法律家としての活動の中で，適格

に問題があるというような情報につきましては，その５人の方がキャッチしているとい

うことは，往々にしてあるわけでしょうし，そういう方はそういう仕事をしていただくとい

うときには，日ごろからそういうものについて，ご自分のお仕事の領域の中でキャッチ

していくと，そういうものが出てくるということもあるでしょう。

それから，またこういう委員会の方に，これは外から非定型的な形でしょうけれども，

情報が寄せられるということも想定されますので，そういった形を一つの契機として，

地域の委員会が独自の調査を開始するということは，これは十分あり得るだろうと思

っています。いずれにしろ，これは前回も申し上げましたように，運用にかかわる問題，

また中央の委員会との関係もどういう形でいわば情報のキャッチボールをしていくか

というのも，今後検討していくべき問題ではないかと申し上げました。前回，そういう

ふうに申し上げまして，趣旨を敷衍させていただきますと，今申し上げましたとおりで

ございます。

【松尾委員】その次は３５ページのこれは山崎幹事の説明，そこのところで下から３行

目，「地域委員会で，いわば地域の地元の情報を集め，その過程でさらに独自に集

めるべき情報を広げていく，そういう活動につながってきて，充実した情報が集めら

れ」と，こういうんですが，裁判官は３年ごとに転勤をしまして，現にその地域の委員

会にいる裁判官も例えばそれが名古屋であれば，３年前は北海道にいたかもしれな

いんですね。その場合，北海道は地域密着と言いますけれども，北海道における裁



判官の活動というのは，名古屋の地域に密着した法律家である検察官，裁判官，あ

るいは弁護士というのは，どうやって情報が入るんですか，そこのところはどういう想

定なのか。

【山崎敏充幹事】先ほど小池幹事が申し上げたのと同じように，こういう情報の集め

方というのは，まさに立ち上がった委員会，あるいは地域委員会の運用の問題だろう

と思っております。対象となる任官希望者の問題点をキャッチして，それにかかわる

情報を集めていくのにはいろいろな方法があり得ると思います。今の，ある地域で前

の任地の情報が集められるかというご質問については，その地域委員会限りではな

かなか難しいことはあると思いますが，地域委員会が自己完結的にやっているわけ

ではなく，中央の委員会が現にあるわけですから，中央の委員会としてそういう問題

点をキャッチし，関係の地域委員会にその辺の情報の収集を発注するということはあ

り得ると思いますし，そのほかにも方法があるだろうと思います。一概にこうでなけれ

ばいけないというようなことは，なかなか言えないと思いますし，いろいろなやり方を

運用の中で考えていっていただければいいのではないかと思います。

【松尾委員】私は従前から，そういうある意味では委員に検察庁からだれが出るのか

というのは，まだはっきりしませんが，かかわる範囲というのは非常に個人的に集め

られる情報というのは，現実にはそんなにないんですね。ましてや私が例えば名古屋

の委員をやっていたとして，その対象になっている裁判官の北海道の活動なんていう

のは，耳に入るということはまずない。

だから，そういうことを考えますと，これは運用の問題じゃなくて，私は前回までず

っと申し上げてきたそういう情報収集のシステムの問題だと，それをしっかり構築しな

いと，改革審議会で言っている実質的に適任者の選考に関する判断を行え得るよう

な情報収集，情報を与えて，地域委員会なり中央の委員会で判断しなければいけな

いという実質的なところで果たして最高裁当局として，本当に実質的にそれでいいん

だとお考えなのか，そういうシステム自体が欠けた状態で運用で賄うといっても，会議

は踊るじゃありませんけれども，何か説明の言葉だけが踊っていて，余り実効性がう

かがえない，つまりぴんと来ないといいますか，私どもで委員を出す以上は実効性の

ある議論をその委員会，中央なり地方なりでできないとおかしいと思うんですね。



今までのご説明だと，何かそういうたまたま入ってきた外部情報は活用されると，

それについて問題があれば，それは確かに名古屋で私がキャッチすれば，北海道に

中央を通じてこの人は北海道はどうだったんですかと，こういうことを聞くかもしれな

い。しかし，それはあくまで個人的な経験の範囲内でとどまっているので，外部のいろ

いろな意見が広い形で実質的に反映されるという制度を今考えているわけですから，

そういう偶然性だとか運用だとかということでたまたま実現するという話では大変心も

とないし，国民の期待に沿うことにはならないというふうに思うんですが，そこのところ

はそれ以上具体的に何かイメージを与えていただけるのであれば，それを参考にま

た考えてみたいと思いますが，いかがでしょうか。

【山崎敏充幹事】私が運用と申し上げたのは，もちろん立ち上がった委員会でお考え

いただくべき事項ではないかという趣旨で申し上げたわけでして，今度できます下級

裁判所の指名諮問委員会で充実した資料，情報に基づいて，実質的な審議をしてい

ただくためにどういう運用をしていけばいいかということは，立ち上がった委員会でお

考えいただければいい問題でないかなと思います。

そのときに，今お言葉にありましたたまたま入った情報だけで判断するというのでは

なくて，できるだけ充実した情報を集められるようなやり方，システマティックなやり方

もあると思いますが，そういうものを立ち上がった委員会でお考えいただければと思

っております。

【小池幹事】準備会等で議論していましたことを少しご紹介させていただきたいと思う

んですが，これは本来２つありまして，一つは先ほど松尾委員からもご指摘がありま

した特に裁判官の場合，恒常的な人事評価をどうしていくかと，これは山崎幹事から

申し上げましたように，外部にも窓を開いて，そういうところの適格な情報は取り入れ

ていこうと，そういったものは中央の委員会でも出てきますし，これは地域の委員会と

どういうふうな結びつきをするか分かりませんけれども，そこで得た情報というものを

きちんと一つの契機として動けるようなシステムにしていく必要があると，これはシス

テムとしては考えております。

もう一つ，委員会のプロパーの問題でございますが，例えば先ほどの例ですと名古

屋の地域委員会は名古屋の情報しか分からないというのは，今ご指摘のとおりです



が，名古屋でこれはおかしいというものがひっかかってきたら，それは前任の北海道

の方も調べてみなければいけないと，これはどこかひっかかることがあるから，名古

屋の地域委員会が，中央の委員会に対して，札幌の方に連絡をとって，そっちでも調

査をしてほしいという一つ引き金を引けば，調査に札幌の方が動き出すと，そういう意

味ではシステムとして動くということになります。

先ほど運用と申しましたのは，何も海図もないところで運用ということではなくて，一つ

この要綱なり，ここでご議論いただいたところで，システムとしては構築していただくと，

そしてまたもう一つ人事評価の恒常的な方は今検討中であると，そういうシステムの

運用としてこれから考えていくと，こういうことを申し上げた次第でございます。

【遠藤委員長】ここで１０分間休憩をさせていただきまして，確認事項についてもいろ

いろご意見があろうかと思いますが，これはこの問題についての最後の大事な委員

会でございますから，余り時間を気にしないで，十分ご意見を承りたいと思います。

（休 憩）

【遠藤委員長】それでは，議事を再開させていただきたいと思います。

確認事項についてご意見を承るわけでございますが，かねてからの議論により，これ

だけは確認事項として拾い上げた方がいいだろうと思われる事項については，おお

むね全部入れたつもりでございますが，これだけでは例えば不足であるとか，こういう

点も確認事項の中に入れるべきではないかとか，あるいは確認事項としてこれは例

えば削除，修正した方がいいとか，いろいろご意見があろうかと思いますが，これらの

点について幅広くご意見を承りたいと思います。もしご異論がなければ，宮本委員の

方から確認事項案の修正案が提出されているようですので，この修正案についてご

説明願いたいと存じます。

【宮本委員】今日が最後だと思いますので，全体を一応整理し，前回小池幹事がお出

しになった資料１３の色刷りのイメージ図，これに従ってそれぞれの部門で提供とか

依頼とかのやりとりがどのように行われるかを図示してみました。それが「権限一覧」

という図であります。

ご説明するまでもないのですが，例えば最高裁から委員会に対して資料の提供があ



る。これは資料１３でＡと表示されております。この根拠になる規定がどのようにつくら

れているかを見ますと，確認事項の３に書いてある，このような見方であります。逆の

矢印は委員会から最高裁に対してＡの資料の依頼があるかもしれない。さらに，最高

裁から委員会に対して追加資料の提供，あるいはそれに先立って委員会から最高裁

に資料追加の依頼というものがあり得るだろうということであります。委員会と地域委

員会の間では，委員会から地域委員会に対して情報の要請，あるいは資料の提供

がある，これについては確認事項の７，今，委員長ご説明の名簿の提供が入ってい

る。さらに，委員会から関係機関等に対する協力依頼については，要綱案の１０に書

いてありますし，地域委員会から関係機関等に対する調査については，確認事項の

８に入っているというところです。

そうして見てみますと，根拠規定が欠けているところが幾つかあります。イメージ図の

中で最高裁から委員会に対する追加資料，あるいは委員会から最高裁に対する追

加資料の依頼，この部分の規定がありません。これが私が提出した「権限一覧」の図

の右側の空白になっている部分です。

それから，委員会から地域委員会に対して情報の要請等はあるのですが，地域委員

会から委員会に対して資料を依頼するという部分が欠けております。これらの欠けて

いる部分を埋めてみたものがこの次のページの「確認事項案」であります。このような

確認事項が必要なのではないかと思います。

１が委員会の部分で，委員会は最高裁判所に対して，指名候補者についての人

事評価資料，これは今の図で言いますとＡですね。及び必要な追加資料の提供を求

めることができる，という確認事項をつくればこの空白が埋められると思います。

次に，地域委員会については，「地域委員会は委員会に対して指名候補者について

の必要な資料の提供を求めることができる」という確認事項をつくれば，次のブランク

のところが埋められるのではないかと思います。これが私の提案であります。

【遠藤委員長】堀野委員からも２枚目に確認事項に関する修正案が２つほど出ていま

すが，これは堀野委員，後の確認事項７の附加案というのは，宮本委員の２ページの

２の「地域委員会は委員会に対して必要な資料の提供を求めることができる」というも

のと同趣旨のものと伺ってよろしいのでしょうか。



【堀野委員】はい，同趣旨なんですが，実は今日いろいろな議論，松尾委員から出さ

れた議論などもいろいろ聞いていまして，別に相談したわけじゃないんですけれども，

宮本委員の意見にも賛成なんですが，ここに書いてあるのはまたその趣旨でもある

んですけれども，できれば確認事項のところで７は委員会は地域委員会に対し，指名

候補者の名簿を提供すべきであるということがここでは積極的に読めるわけですけ

れども，同時に地域委員会に対して名簿だけ出せばいいというふうに読めるわけです

ね。

私は地域委員会というのは，当の裁判官について何の基本資料も持ってないのが

前提だというふうに考えるんですが，この第１次的に名簿を提供するときに，最高裁

がこの当事者たちについて持っている第１次的な資料といいますか，要約的な資料と

いいますか，そういったものを同時に添付して，名簿とともに渡すということがあれば，

地域委員会としては非常に仕事がやりやすくなるのではないだろうかというふうに考

えるので，私は，この確認事項７の附加案というのについては，このままではなくて，

委員会は地域委員会に対し，指名候補者の名簿及び要約された資料をどういう表現

になるかわかりませんけれども，要するにこの人はどういう人だということを分からせ

るような資料をあわせて最初に提供すべきだというふうに考えるわけです。

そうしませんと，地域委員会は先ほど出てましたように，得ることのできる情報は非常

に限定されていて，偶発的なものであったり，一過的なものであったり，果たして有意

なものかどうか，有意な情報であるかどうかということの判断が非常に難しいだろうと

思います。そこで改めて，どういうことだろうかということで，中央の委員会にそれを求

めるというよりは，むしろ最初に一定の資料があった方が地域委員会の持つ情報を

有為に活用することができるかどうか，その辺の地域委員会の活動のあり方にかか

わってくる，地域委員会としてやりやすくなるというふうに考えるので，私はそういうふ

うなことを提案したいというふうに思っております。

もちろんその後求めに応じて，さらに詳細な資料をという場合には，それには応じ

るようなシステムにしてほしいとは思いますけれども，余り地域委員会が徹底的に最

後まで議論するわけではありませんから，詳細資料まで全部よこせということは，そこ

までは必要ないと思いますが，少なくとも自ら得た情報の意味づけ，意味合い等をこ



れは関連させて考えることができるような資料は欲しいと，しかもそれは最初の段階

にというふうに考えるわけです。

【遠藤委員長】それから，前段の修正案というか附加案についてもご説明いただけま

すか。

【堀野委員】当然こういうことは受理されるものだというふうに理解しますので，そこで

改めてこういうことを書く必要はないというふうに思います。今，後段の部分について

言った方が重要だという認識で，その最初の方の附加案は撤回します。

【遠藤委員長】宮本委員，堀野委員から若干の修正というか，こういう条項を附加して

もらえないだろうかというご提案があったんですが，これについてご意見を承ります。

【中田委員】地域委員会が中央の委員会に対し指名候補者について必要な資料の提

供を求めることができることの確認をしたいということですが，私はそこまでするのは

反対です。

その理由は，地域委員会が委員会に必要な資料の提供を求めることができるという

ことを殊さらに確認すると，資料の提出を求めることが原則であるかのような印象を

与えますし，またひいては地域委員会が第１次的審査を行う機関であるとの印象も与

えかねないので，適当ではないと思うからです。

ご指摘の点は中央の委員会と地域委員会との連携の中身に関するものであり，委員

会が発足した際の委員会の検討と運用にゆだねるのが適当な問題だと考えます。

地域委員会の基本的な役割は情報の収集という点です。地域委員会の委員は地域

の実情に通じていることから，提供される名簿に基づいて，独自に活動を始めること

ができると思います。その際，地域委員会がどの候補者について，どのような情報を

収集するかについては，中央の委員会とよく連携をとって検討されることになると思

います。中には，一定の資料が提供された方が便宜であろうという場合も出てくると

思われますが，これも運用にかかわる事柄であると思いますので，あえて確認事項

にする必要はないという意見です。

【青木委員】候補者の情報というのは，特に裁判所から人事評価の資料とかなんか

が来るということになりますと，プライベートな情報も含まれることになりますね。地域

委員会がそういう情報にすべてアクセスできるという場合に，例えば守秘義務みたい



なものがないと，何か困った事態が起きないとも限らないんですが，これは確認事項

の１０の裁判官の独立を侵すおそれのないように十分に配慮すべきであるというよう

なことで，担保されているというふうに考えてよろしいんでしょうか。

【小池幹事】まず，プライベートなことについては，これは中央の委員も地域委員も守

秘義務がかかってくると思います。今，裁判の独立を侵すおそれがないようにという

のは，特に裁判官からさらに再任する場合に，裁判の中身で裁判官の適否を判断し

ない，そういうところについて考えなければいけないのではないかというところに主眼

があると思います。もちろん今ご指摘の点も射程の中に入っていないわけではありま

せんけれども，プライバシーのところはおそらく守秘義務というところで担保するという

ことになろうかと思います。ここのところはいわば非常勤の国家公務員という形に，中

央の委員も地域委員もなられますので，これは当然守秘義務という問題はかぶってく

るということで，特にここには盛り込んでございませんが，当然の前提ということでご

ざいます。各種の委員会，特に人事関係のものはそういう要請が強いということです。

【磯村委員】先ほどの問題と関連するんですけれども，ここでの情報提供の問題とい

うのは，中央の委員会と各地域委員会との役割分担をどうするかということにかかわ

ってくるんだろうと思います。

今，中田委員もおっしゃいましたように，例えば地裁と高裁というようなイメージで，

まず１次審査は地域でやって，それをその上に上げていくというようなイメージですと，

あるいは最初の情報というのはすべて地域委員会に回っていないといけないというこ

とになるんだろうと思うんですが，私がもともと持っていたイメージというのは，地域密

着型の情報と中央の委員会に集まる情報というのは，場合によっては随分違ってくる

というものです。前に事務局からご説明いただきましたように，どういう人が任官する

かというときに，既に判事補，あるいは判事の方で任地を転々としながら１０年目を迎

えるというようなパターンもあれば，司法修習を終えて初めて任官するというようなパ

ターン，あるいは地域のある大学に勤めていて，転身を図ろうということで，任官を希

望するパターン，あるいはより多く，一定の地域で活躍している弁護士の方が任官を

希望するパターンなどが考えられそうです。

最後の２つのパターンについては，まさに地域が最も情報が集まっているものだと思



います。司法修習生については，おそらく司法研修所等における成績等が最も重要

な評価資料であって，たまたま中央に集まらない，しかしその地域であったような活

動実績というのが少し反映されるかもしれない。そういうようなことではないかと思う

んです。

そうすると，すべての情報がまず地域委員会におろされなければならないということ

ではなくて，地域の中で必要な情報というのが何かということを適宜判断しながら，中

央の委員会にフィードバックしていく，そういうものでいいのではないかというように考

えております。

【堀野委員】私は地域委員会が第１次審査権を持てと言っているわけではなくて，地

域委員会が収集する情報，あるいは資料といったものが適切なものとして中央に反

映するかどうかということが重要だと言っているつもりなんです。転勤がありますから，

もしその人についての基礎的な認識，知識がなければ，特に若い方の場合は二，三

年の短い期間の中で得られる個別具体的な情報，偶発的，あるいは一過的な情報を

過大に評価してみたり，不適切に評価するということがあって，意見を付すことができ

るというのがありますけれども，そういった情報が中央に流れるというのはできるだけ

避けたいと思いますし，それから些細なことであっても，実は本当はその人の性格と

か，その人の今までの履歴からすれば，非常に重大な意味を持っている場合もある

けれども，それをとらえ切れなかったりする。そういった情報を適切で正確なものとす

るものであるために，一定の基礎知識を地域委員会は持っておくべきだろうという意

味で，名簿プラス１枚紙でもいいので要約資料はやはり提供されるべきではないかと

いう，そういう趣旨で言っているわけです。第１次審査権を与えろと言っている意味で

はまったくございません。

【土方委員】実際に地域委員会が審査をされようとするのを想定しますと，必要な情

報が欲しいということに必ずなるんだろうと思うんです。ですから，私は今までこの地

域委員会が情報提供を求めた場合，ただし全員についてであるかどうかわかりませ

んけれども，提供を求めた場合は当然中央の委員会は必要な情報を全部出すもの

だという想定のもとで，ずっとこの会議に参加させていただいたんですが，そういう意

味でここでそれを確認しておかれるというのも重要なことかなというふうに感じており



ます。

【宮本委員】私の案についての補足になりますが，先ほどの中田委員のご意見は全

体として私は賛成なんですけれども，発想と結論がまるで違うんです。つまり委員会

と地域委員会の位置づけを考えて，どういう仕事をさせようかという，そういう発想が

先に来ているのではなくて，先ほど説明したように，要綱あるいは確認事項をつくる場

合に，指名諮問委員会の役割や構成の上で必要な規定で欠けているところはないか

という観点で見直した場合に，例えばこういうところが欠けているということなのです。

例えば，これから議論をしていただく資料１５の８に，「委員会の求めがない場合にも，

指名候補者に関する情報を収集することができる」という規定があって，地域委員会

がそういう作業をするのに必要な情報を委員会に求めるということが，資料１３のイメ

ージ図の中に出ておりますね。ところが地域委員会から委員会に対して必要な資料

を求めようと思っても，その権限の裏づけ規定がないという問題なんです。

イメージ図自体がこれで決まったというものでもないけれども，そのイメージ図の中

にある地域委員会から委員会に対する資料依頼等の規定が欠けていれば，確認事

項にでも，あるいは要綱でも構いませんけれども，入れておくべきではないかというこ

とです。

【竹崎委員】宮本委員の言われるのはごもっともです。例えば，宮本委員の確認事項

（案）の第一項に挙げられた「委員会は最高裁判所に対し，指名候補者についての人

事評価資料及び必要な追加資料の提供を求めることができる」というのに見合う要綱

はないんです。しかし，これは，要綱案の１０の（２）の「委員会は，その所掌事務を遂

行するために必要があると認めるときは，裁判所，検察庁，日本弁護士連合会，弁護

士会その他の団体又は個人に対し，資料の提出，説明その他」という表現には入ら

ないんでしょうか。条項としては，まさにこの条項に入ってくる事柄ではないかと思い

ますが，そこはいかがでしょうか。

【宮本委員】私もそこを考えてみたのですけれども，イメージ図では裁判所と最高裁は

別々に書き分けてあるんです。ですから，諮問をし，人事評価資料を出す「最高裁」と，

委員会から協力依頼を受けるべき「裁判所」とは別なのではないかと思ったのです。

【竹崎委員】そうだとすると私は読み違えているのかもしれません。幹事としては，こ



れは最高裁と「裁判所」とを区別しているということになるわけですか。

【小池幹事】いえ，この「裁判所」は最高裁も含むという趣旨で考えています。

イメージ図については，そこもちょっと議論があって，裁判官会議とすべきでないか

という感覚もあったんですけれども，くどいですので，「裁判所」という一つの図に示し

ました。

【竹崎委員】そこが最高裁を含む「裁判所」ということになれば，まさにこの条項の中に

これは入るということになりますね。当然，こういう権限はあってしかるべきだと思うん

です。

それから，堀野委員の言われたのも，結局宮本委員の確認事項（案）第２項の「地域

委員会は委員会に対して指名候補者についての必要な資料の提供を求めることが

できる」という包括条項が入れば，ほとんどその中に包含されるのではないかという

気がするんですが，そこはいかがでしょうか。

【堀野委員】確認できれば私はいいと思いますけれども，７項の書き方がどうも名簿だ

けが出てくるみたいで，要するに何のだれそれという名簿だけが来て，地域委員会と

しては，はてどうするかという，そういったようなことになるのではないかと心配してい

るのです。

【竹崎委員】まだ動いてもいない指名諮問委員会のことをここで想定しながら，どこか

らどこへ情報がどう行くべきだということを全部一つ一つの条項の中に記載するという

のは，かなり難しい問題があるだろうと思います。そこは今後動いていく中央の委員

会と地域委員会，いずれもこれは法律家も入って構成されるわけですから，一番ベス

トな方法をお考えいただければいいと思います。それが先ほどから幹事が説明してい

る運用という問題になるんだろうと思います。それを全部想定して，一つ一つ条文化

しておくよりは，なるべくこういう包括条項で後の実際に立ち上がる指名諮問委員会

の方で，合理的な制度設計をしいただくというのが一番好ましい姿ではなかろうかと

いう気がするんですけれども，そうすればこの宮本委員の言われる地域委員会のと

ころの１条項をつくるだけで，全部賄えてしまうのではないかという気がいたしますが，

いかがでしょうか。

【遠藤委員長】今日，宮本委員，堀野委員からメモをいただいたわけですが，特に宮



本委員のメモは，その１ページと前回配られた色つきのイメージ図を突き合わせてみ

ると非常に分かりやすいもののように思われます。確かに，イメージ図はイメージ図

にしか過ぎないものでありまして，別に確定したわけではございませんが，これを前

提とする以上，確認事項の中でまったく触れられていない部分もいくつかあるようで

す。

ただ，問題は，これは当然のことだからあえて入れるまでもないだろうという考え方が

一つと，それから確かに将来の問題もあるし，疑義のないように明確に入れておいた

方がいいだろうという考え方が一つあるんだろうと思うんです。

そこで，今，竹崎委員のご提案のご趣旨がいま一つわからなかったんですが，こうい

う意味でございましょうか。宮本委員の確認事項（案）の２，「地域委員会は委員会に

対して指名候補者についての必要な資料の提供を求めることができる」ということを

念のため確認事項の中に入れておけば，堀野委員が言われたように，もう一歩踏み

込んだ形で表現しなくとも，運用で十分処理できるのではないか，こういうご趣旨とし

て伺ってよろしいんでしょうか。

【竹崎委員】平場の運用というものですが，おそらく中央の委員会がつくられたときに，

中央の委員会と地域委員会でどうやって運用していきましょうかという準則的なもの

がそこで検討されるんだろうという気がするわけで，そこで一番合理的な制度設計を

していただければいいんだろうと思います。そのときにこういう条項が入っておれば，

地方の委員会からそういう資料請求ができるということがこの一般規則制定諮問委

員会でも認められているではないか。それを前提とした制度設計をしてくださいという

ことになるでしょう。そうすると，地域の委員会が一番動きやすいような，的外れでな

い調査ができる，そういう体制が組めるはずで，そのための根拠の条文になり得るだ

ろうということです。

【遠藤委員長】このほか，とにかく要綱案自体では，第２項の所掌事務の 2.として，委

員会自体が情報を収集することができるとされており，また，確認事項の８には，地

域委員会は委員会の求めがない場合にも，指名候補者に関する情報を収集すること

ができるものとされている上，さらにより明確化する意味で地域委員会と中央の委員

会との関係においても，宮本委員ご提案のように，必要な資料の提供を求めることが



できることにしておけば，まず疑義はないのではないでしょうか。

大変ごもっともなご提案のように思われますので，その辺りで堀野委員，宮本委員，

まとめさせていただくこととさせていただきたい思うんですが，いかがでございましょう

か。

【宮本委員】私はもちろんそれで結構です。私の提案の確認事項（案）の１については，

竹崎委員がおっしゃったように，要綱案の１０項の（２）に言う「裁判所」は最高裁判所

も含むという趣旨がこの会議で確認されればそれで結構でございます。

【遠藤委員長】これはイメージ図の書き方では確かに使い分けをしているのかもしれ

ませんが，要綱案を読む限りは「裁判所」とあるわけですから，最高裁判所を除外す

る趣旨には読めないと私も思いますので，そういう前提で特に堀野委員，より積極的

な表現ということのご趣旨はよくわかるんですが，そこら辺りでご了解をいただければ

と思うんですが。

【堀野委員】私が願っているのは，地域委員会の仕事が信頼性を持つということを望

んでいるということだけですから，その辺が運用上，きちんと取り決めがされてなされ

るようであれば，それはあえて表現しなくてもいいと思います。

【遠藤委員長】ほかの委員の方々も，今私が取りまとめたような形で修正案について

の取りまとめにさせていただくことについては，ご異論ございませんでしょうか。

それでは，そのようにさせていただきたいと思います。次に，確認事項案１０項につい

ては，極めて当然のことであるし，念のため確認事項として入れておいた方がよろし

いかと思いますが，これはご異論ございませんでしょうね。

問題は１１項でございますが，先ほど要綱案１９項のところで確認事項案１１項とペア

でお考えいただくという前提でご承認いただきたいということを申し上げたんですが，

その表現ぶりを中心としてご意見があれば承りたいと思います。いかがでございまし

ょうか。

【土方委員】私も先ほどの議論ではちょっと時間のむだになるといけないと思って加わ

らなかったんですが，本来であれば独立した事務局というふうに思ってはいたんです

が，先ほどのご説明を伺いまして，その趣旨から言って，こういうことではいかがかと

思うんですが，「中立・公正に活動することができるように」の後に「できる限り適切な



体制を整え」というような文句を入れるということではいけませんでしょうかという提案

をさせていただきます。

【遠藤委員長】「できるように」の後で「できる限り適切な体制を整えて」，以下「庶務の

処理に当たっては」に続くわけですか。

「適切」という言葉がすぐその後に出てくるんですが，ちょっとその点は気になります

が，庶務の処理に当たって適切な処理をするのが適当であるということの前提として，

体制自体もしっかり整えて，その上で当たれと，こういうご趣旨でございましょうかね。

【土方委員】先ほど総務局が担当されるにしても，その形としていろいろ考えられる中

で最善のものを模索されるというお話だったように思いますので，そういう提案をさせ

ていただきました。

【中山幹事】今，委員長の方から「適切」が２回続くのはどうかという指摘がございまし

たので，そのご趣旨を生かしますと，「できる限りこれにふさわしい体制を整える」ぐら

いでいかがかと思います。

【遠藤委員長】まずもって，最高裁や高裁は，中立・公正に活動することができるよう

な，それにふさわしい体制を整えることが前提としてあって，その上で個別具体的な

案件についても，こういう方針で処理しなさいよと，念には念を入れて留意を促すとい

うか，その趣旨を表す意味で，中山幹事からご指摘があった「できる限りこれにふさ

わしい体制を整えて」というご提案があったように思われますが，土方委員，このよう

な表現であればよろしゅうございますか。

ほかの委員の皆さん方，そういう形で修正するということはご異論ございませんでしょ

うか。

【宮本委員】先ほど来の皆さんのご意見からして，委員会，あるいは地域委員会から

庶務に当たる職員に対する，きちんと指示系統といいますか，命令系統をはっきりさ

せるということが望ましいと思います。ですから，例えば委員会及び地域委員会が「指

揮命令」，というのはちょっときつ過ぎますか，試みに「指揮命令に関する体制を明確

にする」ということではどうかと思います。

【遠藤委員長】漠然と「これにふさわしい体制を整え」というより，具体的な中身の問題

は「指揮命令」というところにあるから，その言葉を挿入したらどうかと，こういうご提案



のようですが，この点はいかがでございましょうか。

【前田委員】ご趣旨は分かるんですが，組織として「指揮命令」ということまで入ってし

まうと，ちょっと固くなり過ぎてしまうんですよね。今までの議論を踏まえて，先ほど土

方委員が出されたそれにふさわしい体制をつくるということまで入ってますので，これ

で今の議事録も全部表に出るわけでして，私は宮本委員のご趣旨は先ほどの土方

委員の案で十分尽くされているのではないかという感じがします。ですからご趣旨は

分かりますが，そこまで入れてしまうと案がちょっと固くなり過ぎてしまってまとまらなく

なると思うんです。

【戸松委員】私も宮本委員のおっしゃることはそのとおりだと思うんですけれども，先

ほどからの議論で一つこの点で重要なのは，でき上がる中央委員会，地域委員会が

どれだけきちんと中立・公正，独立に活動できるかということで，それは構成する委員

にかかっていると思うんですが，それがきちんとしていれば，事務局に対していろいろ

な要求をして対応してもらうということになるのではないかと思います。ですから，どう

書こうとも，結局はでき上がる委員会がどのようにきちんと活動できるかにかかってい

るのではないか，それがうまくいけば，ご心配になっているところは十分解消できるの

ではないかという気がしておりまして，何か書いたから，これで変わるのではないとい

う気がしてならないんです。

それに伴って，全体について，この確認事項というのは一体どういう性格なのかとい

うことを確認しておきたていんですが，一つは明らかに規則要綱案が規則になります

よね。その規則の解釈基準というものになるということは確かでありますが，もう一つ

はでき上がる中央の委員会と地域委員会が運営にかかる規則をつくるはずだと思い

ますね。その際に参考となる事項というものの性格になるかと思います。そうなります

と，なるべく独立，中立・公正に活動できるということをいろいろ議論していただいて，

運用の規則をつくっていただくのがいいと思います。ですから，余り細かく縛らないで，

裁量はある程度認めながらという，こういう確認事項にとどめておく必要があるので

はないかと，そういう感じがしています。

【遠藤委員長】私も基本的には，今，戸松委員がおっしゃったように，確認事項でござ

いますので，余りがんじがらめに縛るということもいかがかなと思います。ただ，確か



に，今，土方委員ご指摘のように，しっかりした体制を整えた上で，かつ厳正中立，公

正に庶務の処理に当たって配慮せよと，こういうことが大事だろうと思うので，今のご

提案をきっかけとして，できる限りこれにふさわしい体制を整え，この庶務の処理に当

たって適切な配慮をするということが明確化されれば，確認事項としては必要かつ十

分かなという感じがしますので，宮本委員，いかがでしょうか，こういう修正，「これに

ふさわしい体制を整え」ということを入れるにとどめて，ご了解いただくわけにはまいら

ないでしょうか。

【宮本委員】「これにふさわしい」というのをもう少し具体的にしたいですね。「指揮命

令」というのはなるほど，前田委員おっしゃるように，表現として固いですけれども，も

う少し柔らかな表現があるとすれば……。

【遠藤委員長】私も「指揮命令」は固いような感じはしますね。あえてそれにかわる言

葉といえば，「指示，処理に関する体制を云々」という辺りの表現でしょうか。

【宮崎委員】極端に違うんですけれども，「最高裁判所及び各高等裁判所は，委員会

及び地域委員会が中立・公正に活動することができるように，」の後に，「庶務の処理

に当たって適切な配慮をするとともに，」と書いて，その後に「運用を開始した後にお

いても，その事務量等を勘案し，所要の体制の整備について検討されるのが適当で

ある」というふうなことにすると。

つまり今話が２つありまして，先ほどは事務局を置くのができないかという話があった

んですが，それは発足に当たっては置くか置かないか決めるしかなくて，なかなか困

難だということで，要綱案としては置かないということになったので，確認事項の中に

それと違うことを書くのはなかなか難しいというお話だったのですけれども，私が思い

ますに，ここはちょっと役人的な話で，そんなのはいいよというのであれば別にこだわ

らないんですが，例えば財務当局であるとか総務省などが一体どのぐらいの事務量

があるか分からないのに，初めからそんなに事務局体制とか大きなことを言われても

困るよというふうに役人的に対応していることが大いにあり得るわけなのでございまし

て，実際にこの委員会や地域委員会が動き出して，非常に活発に活動なさって実績

が上がってくれば，もう一度再チャレンジするということはよくある話でございますので，

そういうことを含みに置くことがいいんじゃないかという委員の方がそれなりにいらっし



ゃれば，今みたいなことを書く手があるだろうと。

それで，先ほど指揮命令，指揮監督についての話は別な話なんですけれども，そこ

は余りぎらぎらすることはどうかというご意見に何となく私も共感をいたします。

【遠藤委員長】今のご提案は具体的な事務処理といいますか，庶務処理に当たって

適切な配慮をすることを明記するほか，今後の体制整備を考え，動き出した後の委

員会の規模，内容いかんによって財務当局に交渉して，事務局の整備に当たること

ができるようにしておく余地を残しながら，いわば２段ばねで１１項を考えたらどうかと

いう違った角度からの貴重なご提言があったわけですが，いかがでしょうか。

【堀野委員】ご意見は非常に適切なご意見だと思うんです。状況を見ながら，事務局

をどうしていくかということを考えるということ，それが入れられたらいいと思います。

それが一つ。

それから，もう一つは指揮命令という言葉はぎらぎらし過ぎだと思いますので，そうで

はなく，委員会が中立・公正に活動することができるようにとあるところに，「委員会が

自主性を保ちつつ中立・公正に」，つまり委員会がある意味で独立というと，これはま

たぎらぎらし過ぎますので，「自主性を保ちつつ中立・公正に活動する」というのを入

れると，その委員会の指揮命令権というのを裏から柔らかく表現したようになるので

はなかろうかと思いますので，その程度で入れていただければと私は思います。

【遠藤委員長】いろいろなご意見が出て，大変私はそれぞれ考えに考え抜いた末の

貴重なご提言だろうとは思うんですが，一面また混乱を招きかねない状態になってき

たんですが，今のご提言に対する幹事の感想というか，意見がもしあればお述べくだ

さい。

【小池幹事】どの案もすばらしい案だと思います。

ただ，おそらく制度設計するに当たって，ここでいろいろなご意見が出ましたので，そ

うすると何か体制をはっきりした方がいいのではないかという，そこが一番ポイントの

ように思います。

そうすると，例えば準備会の幹事の間で議論しておりましたのは，原案がややぼんや

りしているということで，１１項をずっと読んでいきまして，「庶務の処理に当たっては」

でコンマを入れまして，「その指示，処理に対する体制を明確にするなど」という例示



をつけて，「適切な配慮をするのが適当である」と，適切な配慮の内容を例示しておく

と，それがいいんじゃないかというような議論をいたしました。

趣旨は土方委員，それから宮本委員がおっしゃる趣旨です。こういう体制をどうしてい

くかというのは，また業務量とか，そういう問題もありますけれども，今見通しのつくと

ころでは，こういう設計上の今申し上げました限りでの指針を示していただければ動

けるのではないかと，こんな議論をいたした次第でございます。

【遠藤委員長】準備会における下打合せの段階では，今，小池幹事がおっしゃったよ

うな議論も出たわけですが，それは中途半端な議論で終わったものですから，原案

のような形で提示させていただいたわけですが，要は大切なのは，漠然とした適切な

配慮ということだけでもどうかと。最高裁や高裁のこれに当たる体制をはっきりさせて

おくということが大事であろうと。

一方，指揮命令というとちょっときついように思われますので，準備会で用意した案も

十分検討するに値する案のように思います。念のため，もう一度申し上げますと，「庶

務の処理に当たって，その指示，処理に関する体制を明確にするなど，適切な配慮

をするのが適当である」と，ちょっと中途半端といえば中途半端というご批判も免れな

いのかもしれませんが，今何人かの委員にご発言いただいたことは，裁判所の体制

を名実ともに中立・公正な活動ができるように整えるということを明確にしておくことが

大事だろうということでございますので，「できるだけこれにふさわしい」というような抽

象的な表現でなく，もう少し踏み込んだ形で，しかも余りぎらぎらすることなくまとめる

とすれば，ここら辺りに落ち着くような気がしなくもありませんが，いかがでございまし

ょうか。

ご異論がないようですので，そういう形で１１項は取りまとめさせていただきたいと思

います。

そのほか確認事項が全部で１３項まであるんですが，これについて何でもお気づきの

点，結構でございます。

それと，今，竹崎委員からのご提案があって，宮本委員の確認事項（案）２ページの２

の「地域委員会は委員会に対して必要な資料の提供を求めることができる」というの

は，８項として７項の次に入れますかね。順次１項ずつずらしていくという形で取りまと



めさせていただきたいと思います。

そうしますと，確認事項は全部で１４項目ということになるわけですが，今まで議論が

出ていないことでも何でも結構でございますが，いかがでございましょうか。

【宮廻委員】先ほど戸松委員の方から発言がありましたこの確認事項の位置づけとい

いますか，これは最終的にどういう形になるんでしょうか。

【遠藤委員長】これは前回の委員会でもご説明いただいたわけですが，念のため，小

池幹事からもう一回ご説明いただけますか。

【小池幹事】非常に具体的に申し上げますと，先ほど戸松委員からご指摘がありまし

たように，これが立ち上がりますと，おそらく委員会の運営に関する細則とか地域委

員会に関する細則とかありますが，そういうものをつくる上での指針になると。それか

ら，さらに実際運用していくときに，そういうものがなくても，ここの精神はこうであると

いう，いわば立法者意思みたいな形で，それに従って迷ったときには判断していくとい

う指針にすると，こういう形になると思います。

【宮廻委員】これは委員会を拘束する力はあると考えていいんですか。

【小池幹事】尊重するということになるんだと思います。

【宮本委員】確認事項の６項で，委員及び地域委員選任に当たっての配慮ですが，こ

れはこれでまことにごもっとも，結構なんですが，具体的にはどういうことでやるべき

なのかということについて，私の意見を申し上げておきたいと思います。国民各層か

らの意向をなるべく反映するような形で委員の選任を行うというのが基本原則で，そ

ういう意味で多方面の意見というのは，文字どおり市民の各層からの意見が反映で

きるような委員構成とすることが必要だと思います。

先ほど戸松委員が，どちらにしても地域委員会の構成が問題だとおっしゃったのは，

私もそのとおりだと思います。その点は十分配慮していただきたいと思います。

【遠藤委員長】あとよろしゅうございますね。

それでは，この問題，つまり下級裁判所裁判官の指名過程に関与する諮問機関の設

置に関する規則の制定についてと，こういう諮問をいただいていたわけですが，この

諮問事項につきましては，先ほどのこの要綱案どおり確定させていただきまして，あ

わせて確認事項についても若干の附加修正がございましたが，そのとおり附加修正



させていただきました上で，これを議事録に添付させていただきまして，最高裁判所

及び新しく立ち上がる委員会の運用に当たって留意していただくことにいたしたいと

思っております。

それでは，山崎幹事から，この案件に関する今後の予定について，簡単にご説明願

えますか。

【山崎敏充幹事】ただいま当委員会におきまして，答申のご決議をいただきました。あ

りがとうございました。

今，ご決議いただきました答申につきまして，裁判官会議にご報告させていただきた

いと考えております。その後，事務当局におきまして，要綱を踏まえまして，規則案を

作成いたしまして，これを裁判官会議にかけて，その議決を得て，規則を制定するこ

とを予定しております。

【遠藤委員長】それでは，この案件につきましては，この程度で終了することにいたし

たいと思います。

なお，前回の委員会でも既にお知らせしておりますけれども，別の諮問事項があるそ

うでございまして，裁判所の運営について国民の意見等を反映させることを可能とす

る機関の地方裁判所及び家庭裁判所への設置に関する規則の制定について，この

諮問の趣旨について幹事からご説明いただきたいと思います。

【鹿子木幹事】大分お疲れのことと思いますので，手短にご説明をさせていただきま

す。

お手元に資料目録（裁判所運営の国民参加）という資料をお配りさせていただいてお

ります。

まず，参考資料の１をごらんいただきたいと思います。

これは最高裁が平成１４年３月２０日に定めました司法制度改革推進計画要綱であり

ますが，この中におきまして，「裁判所運営の国民参加について，広く国民の意見等

を反映することが可能となるような仕組みを整備するために，家庭裁判所委員会制

度の充実を図るとともに，地方裁判所においてもそれと同様の仕組みを導入すること

とし，所要の措置を講ずる」としているところであります。

次に，参考資料の２をごらんいただきたいと思いますが，これは司法制度改革審議会



の意見書でございますけれども，ここにおきましても「家庭裁判所委員会の充実，地

方裁判所での同委員会と同様の機関の新設など，裁判所運営について広く国民の

意見等を反映することが可能となるような仕組みを導入すべきである」とされておりま

して，これを受けたものであります。

次に，参考資料３を添付しておりますが，これは家庭裁判所委員会の現状をまとめた

ものでありまして，この後家庭局長の山崎幹事の方からご説明を予定しております。

また，政府の司法制度改革推進計画，これは平成１４年３月１９日に取りまとめられ

たものでありますが，参考資料１の下の方に記載をしておりますけれども，ここにおき

ましても「裁判所運営について，国民の意見を反映することが可能となるような仕組

みを整備することに関し，最高裁における検討状況を踏まえた上で検討し，なお必要

な場合には，本部設置期限までに所要の措置を講ずる」とされているところでありま

す。

これらを踏まえた具体的な機関の設置根拠となる規則の制定について，このたび諮

問をいたし，検討をお願いする次第でございます。

以上でございます。

【遠藤委員長】既に家庭裁判所委員会が動いているわけでございますので，家庭裁

判所委員会の現状について，家庭局長の山崎幹事からご説明ください。

【山崎恒幹事】それでは，現行の家庭裁判所委員会についてご説明いたします。参考

資料３をごらんいただきたいと思います。

この制度趣旨ですが，家裁委員会は昭和２４年１月，家庭裁判所の発足と同時に設

けられたものでございまして，家庭裁判所をより国民に身近なものにしようとの趣旨

に基づいております。すなわち家庭裁判所は家庭に関する事件を取り扱うものとされ

ておりますが，ご承知のとおり，その中には離婚，子供親権，遺産分割などの家族や

親族間の問題にかかわる家事事件と少年の非行などにかかわる少年事件がござい

ます。このような事件を取り扱う家庭裁判所はその運営について，地域社会とのつな

がりを深め，民意を反映していくことが適当と考えられたことから，全国の家庭裁判所

に家庭裁判所委員会が設置されたものでございまして，この家庭裁判所委員会は参

考資料４の家庭裁判所委員会規則にのっとって設置，運営されております。



制度の内容ですが，所掌事務としては，家庭裁判所委員会規則の２条にございます

が，家庭裁判所の監督に属し，その諮問に応じて，その家庭裁判所の運営に関して

必要な事項を調査，審議し，またこのような事項について建議，意見を述べることが

できるとされております。構成は３０人以内の委員により組織され，うち１人が委員長，

１人が副委員長となっており，このほかに幹事，書記が置かれております。平成１４年

４月１日現在では，各家庭裁判所委員会の委員数は平均約２１人となっております。

委員会を構成する委員については規則の４条にございますが，家庭裁判所の裁判官，

検察官，弁護士，地方公共団体の職員，学識経験者の中から選ばれた者となってお

ります。その現状は法曹三者が約３割，それ以外の委員が約７割という比率になって

おります。法曹三者を除いた委員の職業を見ますと，運用の実情の欄の委員のとこ

ろに書いてございますが，報道機関，教育機関，医師会，婦人会，商工会議所等の

経営者団体，司法書士会等の団体の有識者，地方公共団体の職員などとなっており

ます。最近では，民間の委員及び女性委員の割合がふえる傾向にございます。また，

より活発な意見交換を行うために，各機関の長とかの管理職的な方よりも，第一線の

実務家，若手の委員がふえる傾向にございます。

そして，ここには部会がございまして，先ほどご説明いたしましたように，家庭裁判所

の取り扱う事件が家事事件と少年事件に大別されますので，委員会には家事部会と

少年部会を設置し，それぞれの所管事項を分掌しております。そして，家事事件，少

年事件のそれぞれの運営について，委員からご意見等を伺っているわけでございま

す。

審議内容等の実情ですが，審議におきましては家庭裁判所を取り巻く現状を十分に

ご理解いただいた上で議論をしていただくべく，離婚法，少年法等の家庭裁判所に関

係する法律の改正の動向，成年後見のように新たに設けられた制度などについて説

明をしたり，各庁における少年非行の動向や家事事件の動向を説明しております。

審議内容では，例えば少年の補導を委託できる補導委託先の開拓方法，少年事件

の報道のあり方，地域社会との連携方策，家庭裁判所の広報活動一般など，家庭裁

判所が抱えている問題について，ご意見を伺っております。また，各委員自身に，機

会をとらえての家庭裁判所の広報をお願いしたりもしております。



最近では，この家裁委員会を一層活性化するために種々の工夫が行われております。

委員から有益なご意見をいただくには，家庭裁判所に関する手続をよく知っていただ

く必要があるということから，模擬調停や模擬少年審判を演じ，その後に質疑等を行

うといった試みをしているところもございます。また，委員会は年に１回から数回程度

の開催でありますので，委員会と委員会との間における情報をも各委員に提供する

ために，家裁委員会通信とか家裁委員会だよりなどを発行するなどの工夫も行われ

ております。また，多様なテーマを取り上げるために，事前にアンケートを行って意見

を聴取するなどの工夫も行われております。

【遠藤委員長】それでは，これらの案件等々についての今後の進め方について，幹事

からご説明いただけますか。

【鹿子木幹事】具体的な制度設計につきましては，現在法制的な詰めを行っていると

ころでありまして，次回の委員会に要綱案を提出させていただいた上でご審議してい

ただきたいというように考えております。また，次回の委員会ではこのほかにも司法

修習の運営に関する機関を設置する規則の制定についてご検討いただくということを

予定しております。

【遠藤委員長】今の両幹事の説明，報告について，何かご質問があれば承りたいと思

いますが，特によろしゅうございましょうか。

下級裁判所の裁判官の指名に関する諮問委員会の立ち上げに関する諮問につきま

しては，５回にわたって大変中身の濃いご議論を終始いただきまして，本当にありが

とうございました。

次の諮問事項については，要綱案が最初から出てくるんですか。

【鹿子木幹事】さようでございます。そのような準備を進めたいと思っております。

【遠藤委員長】それでは来年以降よろしくお願いいたします。本当に長時間ありがとう

ございました。皆さんひとつよいお年をお迎えください。

なお，次回の委員会は既にご確認済みだろうと思いますが，１月３１日金曜日，午後

２時から当会議室で開催させていただきます。

よろしくお願いいたします。



確認事項

1. 下級裁判所裁判官指名諮問委員会（以下「委員会」という。）は，指名候補者を指名

することの適否の意見を述べるに当たっては，その理由を付することができるものと

する（要綱２-３の「意見」は，適否の意見と理由を含むこと。）。

2. 簡易裁判所判事の指名の適否については委員会への諮問の対象としないが，簡易

裁判所判事選考委員会について，その委員構成等を委員会に近づける方向で，その

改革を図るのが適当である。

3. 最高裁判所は，任官希望者について委員会に諮問する場合，その者に関する資料を

委員会に提出するのが適当である。なお，その場合，委員会の審議を実質的なもの

にするため，最高裁判所がどのような資料を委員会に提出するかについては，委員

会の検討と運用に委ねるべきである。

4. 最高裁判所は，指名過程の透明化を増すために，指名候補者を指名しなかったとき

は，その者の求めに応じて，その理由を明らかにするのが適当である。この際に，最

高裁判所は，委員会の意見も併せて明らかにするのが適当である。

5. 委員会の委員１１人の構成は，法曹三者５人（裁判官２人，検察官１人，弁護士２人），

学識経験者６人とするのが適当である。

6. 最高裁判所は，学識経験者から委員及び地域委員を選任するに当たり，できるだけ

多方面の意見を聴取して適切な選任が行われるように配慮するのが適当である。

7. 委員会は，地域委員会に対し，指名候補者の名簿を提供すべきである。

8. 地域委員会は，委員会に対し，指名候補者についての必要な資料の提供を求めるこ

とができるものとする。

9. 地域委員会は，委員会の求めがない場合にも，指名候補者に関する情報を収集する

ことができるものとする。

10. 地域委員会は，５人の地域委員で構成する場合は，法曹三者３人（裁判官，検察官，

弁護士各１人），学識経験者２人とするのが適当である。その地域委員数を増加させ

る場合にも，この構成比を基本とするよう配慮するのが適当である。



11. 委員会及び地域委員会の活動に関しては，裁判官の独立を侵すおそれのないよう十

分に配慮すべきである。

12. 最高裁判所及び各高等裁判所は，委員会及び地域委員会が中立・公正に活動する

ことができるように，庶務の処理に当たって，その指示，処理に関する体制を明確に

するなど適切な配慮をするのが適当である。

13. 選任基準，手続，スケジュール等の明示の方法については，「その他委員会の運営

に関し必要な事項」として，委員会において，最高裁判所と調整しながら検討すべき

である。

14. 要綱に掲げる事項は，最高裁判所規則で定めるのが適当である。


